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戦前における都市下層の展開（下)

一一東京市の場合——

中 川

>

第 5 ポ 戦 間 期 の 都 市 社 会 の 性 格

—— 都市下層をめぐる諸条件•■一

清

都市下層がようやく家族として滞留し始めた都市社会が，第一^次世界大戦以降どやような性格を 

帯びたのかを，戦 間 期 を 「抵い谷間J のイメージで'塗りつぶさないためにも，その独自展開という 

視点から検討しておきたい。

第 1 節都市生活の展開

明治期以降の日本の工業化が，工業人口の少数府県への箸しい集中，従って人口の集積を伴った
• ' (179)

ことは明白である。大正9 年をとってみると， 6 大府県製造業就業者の全®に古める割合は39.6%, 

人口の割合は24.0%となっており，上述の事実をはっきりと裏付けている9

都市人口及び職工数の集中状況を東京市について具体的に検討してみよう。明治前中期において 

西欧の技術を導入した近代産業が相当集中していたとはいえ，工業入口全体の中に，東京市はそれ 

-ほど大きな比重を占めてはいなかっナこ。.その後， 〔表13〕に71̂ したように東京府職工の割合は，.日 

露戦争，第" 次世界大戦， 日中戦争を契機として増大してきた。 もっともこの間の1915年，1925年, 

1930年には，逆に低下している。 とのようデi:職工数の動きに対して，東京市の人口は， 1900年以 

来，着英な仲びを示し，全国に占める割合も安定的に増大してきた。特に， 「慢性不況J といわれ 

る1925年と1930年に，職工数の仲びが極端に純化するのには影響されず，人口が以前と同率で仲び 

ていることは注目に値する。すなわち， 日露戦争と第一次世界大戦を通じた重化学工業化は，必要 

に応、じて人口を吸引するぱかりではなく，人口猿中した都市地城の独自な展開を，結果として引き 

起としたといえようる

注( 1 7 9 )総:理府統計局rま業別就業者の時系列比較（大正9年国势調まHig和45年国勢調査）J の分热による0 

( 1 8 0 )津ru,前揭r 0本© 都市下層社会J 4直~12其0 日清戦ガt後の1896律でも, 來府職:！:の全国に占める割合は5.7%に 

過ぎなかった（r廣商務核評まJ )。 .
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〔表1S〕 驗ェ及び人口の東京市への集中秩況

全 国 職 エ 東 京 府 職 ‘ .ェ

庚 数 5 年間め仲び率 ま 数 5 年間の伸び'率 全国に占める 
割 合

1900年 422,019人 % 31,950人 ‘ % 7‘6%
1905 587,851 39.3 52,908 65.6 9.0
1910 717,161 • 22.0 71,155 34,5 9.9
1915 910,799 27.0 88,525 24.4 9.7
1920 1,554,727 70.7 172,401 94.7 11.1
1925 1,669,116 7.4 156,207 - 9 . 4 9.4
1930 1,683,563 0.9 176,071 12.7 10.5
1935 ,2,369,277' • 40.7 304.393 72.9 .1 2 .8

O1900年~1915年は》■農商務統計表』による職工10人以上使用工場の数値。 
ol920ip〜1935年は『工場統評まJ1による職工5 人以上使用工場の数値。

1900年
1905
1910
1915
1920
1925
1930
1935

全 国 人 P

5 年間の伸び率

43,847千人
46,620
49,184 i
52,752
55,963
59*737
64,450
69,254

%

3

5

3

1

7

9

 

5 

6 

5 

7 

6 

6 

7 

7

東 市 人

実 数
1,503千人 
1,901 
2,292 
2,756 
3,351 
4,100 
4,971 
5,876

5 年間の伸び率

%

26.5
20.6 
20.2 
21.6 

22.4 
21.2 
18.2

全国に占める 
割 合

3.4%
4.1
4.7
5.2 
6.0 
6.9
7.7 
8.5

0全国人口の190啤ふ1915年はr 明抬五舟-以降我国の人口』昭和5年，1920年〜1935年は各年の
• 『医!勢調査報告』による。 ，

。柬京市人ロは，昭和7 年にわム張後のホ域に修正したもの。各年のrjK京府統計書J, r東京市 '
統計年丧』による。1900年~1915平の旧市域人口は，明治41年の市勢調査に基づいて，過大傾 
向を修正した。

人口集積地域の独自展開は，1920年以降の東京ホの人口桃造にも，はっきりと認めることができ 
(181)
る。青年期に単身離村して康京ホに流入した人々は，先駆的には明治末期から，本格的には1920年 

ころから確実に定着を卵始した。 〔図 9 〕に示されるように，1920年までの東京市人ロを中心的に 

担ったのは旧市域であり，それ以後を主導したのは新市城であった。旧市城の年齢別人ロの推移は, 

〔図10〕の通りで，最も生産的な若年人口を吸引し，その人口が世带を形成してそのためのニー ド 

が顕在化する以前に挑出する形状を呈しており，いわゆる労働力の出稼ぎ翦論を裏付けているよう 

にも考えられる。しかしながら，戦間期の人口増加を導いた新市域の年齢別推移は, 〔因11〕に明 

らかなように，全く與なっyこ倾向を示している。それは，流入した青年層が，流liiせずに東京市に 

走着し，世帯を形成し，そして自らの子供を生ぐし始めたという傾向であり，旧‘市域の出稼ぎ的な 

勘きとは対照的なものである。し か も に は 新 市 域 の 人 口 が 旧 市 域 の 2 倍を越えたととを考慮 

注( m ) 人口及び家族に明する評細は別稿に雄って，とこでは結論のみを記述しズおく♦

-- 74 ( 6 1 4 )---

■



戦前における都市下層の展開（下） 

〔面9: ! 東京市の人口

.20 方一 
人
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学会雑誌j71巻 4 号 (1978年8 月）

〔図11〕 東京市新市城（旧市城を除く東京府）の年齢別男子人口の推移（1920年〜1935年)

8万人 6方 4万 2万 0 2方 4方 6万 8万人
『東京市昭和十律勢調查附带調查統評書JIによる。なお，との調查で人ロは以下のように分類さ 
れていた。 f原住者

. 常 住 者 化 m m  、
調 查 人 口 ] 、触者外来者 

—時現越

76 { s m
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軟前における都市下層の展開（下）

すれぱ，1920年ころからの東京市への流入人口は，定着•世代的再生産という基本的な方向性を带 

びてきたと思われる0 〔図12〕の原住者の人口構成も，10〜14歳階級，すなわち1920年から，来住 

者による世代的再生産の規模が急激に拡大したことを物語っている。以上のように，重化学工業化 

によって都市に集積した人ロは，工業化と人口集中という単純な対応関係とは相対的に独な展開, 

すなわち流入人口の定着，世帯形成, 世代的再生産という運動を開始した。 「i i 性不況」期におけ 

る東京市の職工数と人口との対応の满離は, 農村過剰人ロの恒常的な庄カだけではなく，このよう. 

な都市の人口構造の特質におV、ても理解されなけれぱならない。

そして，これらの新たな世帯の規模は, 非都市部より約1 人だけ小さく，その形態は，約 3 分の 

2 が夫婦家族的なものであった。上述した人口構造の中で形成され, 展開されていた都市の世帯は, 

すでに，比較的小規模であり，夫婦家族的傾向を有していたと考えられよう。

更に，これらの世帯主の就業上の地位にも，一*般的に雇用労働力化が進んだと考えらix る。 〔図 

•13〕によって年齢別にr業主J の割合をみても，1908年から1920年にかけて，明らかな低下が認め 

られる。しかも， どちらかといえぱ世帯主年齢層にその傾向が強いといえよう。その後属用労働力 

化は停滞するが，第一次大戦以後に家族を形成した世帯主を，都市自営層として一元的に捉えるこ 

とは不可能であり，少なくともその半数以上は，職員をも含めた雇用労働者であった。
〔図13〕 年齢別にみた男子有業者中のr業主J の 割 合 （柬京市旧市域）

24 29 34 39 49
上

I明治41年のrjK京ポ市勢調査原まJ と大]£ 9 坪のIT国勢調査報告J より作成。前者では, 
の数値を使用した。後者では，「業主J。

[独な者j

以上のように，都市に流入した人口の相当な部分が，履用労働力として定着し，形成した去赚家

注( 1 8 2 )戸[TI貞ぢ『家族溝成j 新廣社版，222頁~228頁，314買。

(183) 1934年に行なわれた！■東京市家族統計J によれぱ，40歳台を中心とする世带生の場合，r業主J とはっきりIこめられ 

'るのは40.1%で，その他の r業主j に編入可能なものを加えても，r業生J の割合がを上回ることはない。旧和に入 

ってから，就業上の地fさをザ!!^別に表わしfc資料は，はとんど皆無である。 '

— 77 {S17) —



r兰由学会⑩誌j71巻4号 （1978年8月）

族的な世帯をを佳持，展開し始めたことは，それに対応した新たな都市的生活抵造の形成を不可避に 

した。その典型である労働者の生活構造は，次章で詳しく梭討するが, 明治末期に「下層社会J か 

'らの分離を開始し，そのために大正初期には食費を切り詰め，第一'次大戦直後の実質賞金上昇期に 

至ってようやく圧迫してきた食費を回復し，.1921年頃にはユンゲル係数40%弱という水準で，ほぽ 

安定した状態で確立される。 この生活構造の確立は，時期的にも既述した都市人口の独i i 展開と 

致している。

従って，人口の集積と，そこから生み出された世帯の家族周期上のニードと，新たな生活t f 造と 

の三者が相まって，大正中期以後，量的にも質的にも都市における消費を伸張させた。そして，戦 

間期の都市におけるこのような需要の掀大は，急激な重化学工業化直後の「慢性不況J 下の経済発 

展を基本的に規定することとなった。 ‘

〔表14〕 消費水準と消費財産出

消費水準 1人当り
GNP

消費水準と1 
人当りGNP 
との差

製遙業の消 
費財産出W

製造業の邦消 
費財産出f2) (1)と(2)との差

1887〜1897 2.19 2.25 A0.06 1卿 〜 1897 5.92 9.22 A 3 .30
1897〜1904 A0.14 0.69 A0.83 1897〜1904 1.55 2.17 A0.62
1904〜1919 1.80 2.21 A0.41 1904〜1919 2.78 9.58 . A6. 80
1919〜1930 1.09 0.71 0.38 1919〜1930 5.71 3.80

1 ■ 
1.91

1930〜1938 0.95 3.73 A2.78 1930〜1938 3.34 12.02 A8.68

(年平均成長率％) 
' 大川一他箸『11民所得il ( r長期経済統計I j ) 16貝, 
20良より転記。

(年平均成長《 )
。大川一? 速水佑次郞編『日本経済の長期分析』235頁 
(大川一司r二重的成長における他人消費J ) による。

事実〔表14〕に示されるように，消費水準の成長率が1人当りG M F のそれを上回り，消費財産

出の成長率が非消費財のそれを上回ったのは，戦前期において唯一19ン0年代だけであミお。その上,

1920年の戦後恐慌から1930年の世界恐慌と打ち綺く不況と恐慌にもかがわらず，国際的には，この

間最も高い成長率を維持したとぎわi る)。それ故,戦間期の経済発展は国内市場形成的な特色を有

しており，しかも，農業か深刻なわ■撃を受けて農家経済が悪化したことから判断すれば，国内市場

の拡大を主導したのは，独自展開を開始した都市における特統的な需要の形成にはかからなかハ 
(188)

た。都市とそこでの生活の展開が経済発展と積極的に開係したのは，恐らく戦間期が最初であった

注(1 8 4 )この点については，前掲，巾鉢解説r家計調査と生活研究J16H~29；@：, 及び前掲，4 # f 現代日本の生活体系J 132 
貝〜137更を参照。 

(1 8 5 )大川一司氏は，個人消'ゴ枝出の上界傘がGNPのそれに対■して一定のラッグを持つとされている（前掲，大川他恶『国 
民所得J19H )oしかし，下佈局而に[M!しては，このような一般ぼ向だけでは，説明し切れないように思わ; る。

(186)江見政一• 组野谷祐ー編『日本経済論j 〜132直 （塩卧谷格一論文），中村陸英『戦前期日本経済成長の分析J 
136K~137謝こよる。 . -

(1 8 7 )掛西. 加藤. 大岛•,大め敦f t1本资本主殺の没落I J. ( T双劃3本における資本虫義の発達6 J ) 247^^264K* .'中 
村，15卿書，185H~188ji：を参照。

(1 8 8 )中村，前描書，26J<-31J<, f船 H 宫ガ編r昭;ft⑩慌J 20H ( 白兆泰!y 郎！文)な前者では, . 戦前期における国内Tjす 
場の役割が強調され，後者では，戦問期の部市での爾要が20：祝されている6

--- 78 (SJS) *-----
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第 2 節^$済発展の特徵

1920年から1930年にかけての，産業構遙, 経済政策，そして就業構造を若干振り返ることによつ

て，以上の事情をより具体的に考察しておきたい。

まず，産業ま港造にいてみ.ると，軍事，造船, 製鉄參の重工業部門の生産額が急減し，一方’ 輸出

の好調と国内市場に支えられた销業及び綿業，主に国内の消費に依存した食品，印刷等の輕工業部

門のホ.ま額は漸増した。第一次大戦中に軌道に乗り始めた電力や新興化学工業は，その料金収入や'

生産額が急増し，この間の重化学工業化を主導たまた，鉄道業も，大都市近郊を筆碩として，大

幅に増収とな-̂ 1??。ところで，戦間期投資の特徵とされる建設投資は，都市の環境整備を中心とし
(m)

た公共投養と，電力，鉄道，都市の住宅や商店等の民間投資とによって構成されており，事実，銅 

材やセメントの生産額も増加した。このように，新與重化学工業を措くとすれば，新？•こな都市生活 

の展開による衣食住及び環境へのニてドに対応して，戦争景気後の産業構造が変化したといえよう。
第一次大戦後の中央政液の政策課題は緊縮財政への転換であった。それは部分的には軍縮によっ 

て達成されたが，不況下の資本救済と，都市生活の展開に対応する公共投資や行政組織の肥大や社 

.会政策等は，財政支出の拡大を余儀なくさせ，結果的に中央財政は膨張基調となった。特に，軍人 

及び文官恩給を#»心とした社会保障関係費の伸びは著しく，絶対額は少ないが，その中にr公的扶 

助」，失業対策，健康保険, 保健衛生等の新しい費目も見受けられるようになった。1919年都市計画 

法の制定，1920年内務省社会局の設置（22年には外局となる），1921年職業紹介所法と借地借家法の 

制定, 1922年健康保険法（妻施は27年）と住宅組合法の制定, 1923年工場法の改正, 1925年失業救 

済ま業の実施，I 926年労働争議調停法の制定，192ア年不良住宅地区改良法の制定, I 929年社会政策 

審議会の設置と救護法の制定（実施は32年) , という一連の過程は, ’ この間の政策の重点を端的に示. 

していると考えられる。 こめような社会政策や都市環境整備の財政負担が極力地方に転嫁されたた 

め , 地方とりわけ都ホの財政支出が急増し，その不足分は地方債の増発によって補われた。1920年 

からの10年間に, 地方債の発行高は4.7倍となり, このための公債費支出は実に9.3倍に達した。こ 

の間の地方債の主な用途は，土木，衛生，.電気事業等の公共投資，’ 社会政策関連費,教ま費であっ 

た6 要するに，都市生活の質量的なニードは，緊縮政策の建前にもかかわらず，財政，特に地方財 

政の膨張を余儀なくさせ，後 の 「国家独占資本主義的な財政政策J もしくは「スベンデイング•ポ

戦前における都市下層の展開（下） '

注 林 . 山崎. 柴M箸 『日本資本主義<5 (宇野':I/、藏雖修r講座帝国主義の耐究6 j)  m i1 6 6 H  (山崎広明論文）参照。 
(1 9 0 )雇用労働者の都市定着は職住分離を招き，旧和5年魂如illの場合，新市域から旧市域への通勤者は23万人,通学を合 

めると昼間移励は30万人に達した（束京市役所fjK京市昼問移動人口 J 1933年：) とのような移動をま;i る近郊交機関 
は，明治末期，特に大IE中後期から発達した0K京市役所r来京市郊外に■於ける交通機関の発達と人口の増加J 1咖年;̂ 。 

( M ) 前掲，ホ村r戦前期日本経済成長の分析J 138貝*̂ 145̂ 3；参脈> '
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〔表び〕 東京府の就業德造の推移（男子のみ）

1920年 1930年 5 年間の 
伸び率実 数 » 比 全国比 実 数 構成比 全国比

有業者総数 1,247,124A 100.0% 7‘3% 1,783,682人 100.0% 9.4% 43.0%
建設業 67,930 5.4 9.6 139,888 7.8 14.4 105.9
製造業 436.898 35.0 15.1 512,234 28.7 15‘7 17.2

食料;品 • たぱこ 37.590 3.0 -- 46,459 2.6 _ 23.6
衣服. その他の繊維製品 27,180 2.2 ------- - 43,091 2.4 _ . 58.5
'家具•装備品 24,247 1.9 一 — 32,281 1.8 33.1
出版. 印 . 同関連産業 31,230 2,5 -------- 43,339 2.4 _ 38.8
化学工業 14,668 1.2 一 24,139 1.4 _ 64.6
鉄鋼業• 非鉄金属 33,205 2.7 23,431 1.3 A29.4
金属製品 44,985 3.6 一 39,760 2.2 A l l . 6
電気機械器具 13,877 1‘ 1 一 23,199 1.3 _ , 67.2
輸送用段械器具 13,583 1.1 一 23,061 1.3 _ 69.8

卸売業.小売業 275,715 22.1 15.0 522,012 29.3 17.9 89.3
金融•保険業 ,21 ,902 1.8 18.6 40,187 2.3 22.9 83.5
運 輸 ，通信業 99,148 8,0 10.1 144,465 8.1 13.4 45.7
電 気 • ガス• 水道業 14,909 1.2 16.7 21,757 1.2 18.4 45.9
サービス業 108,431 8.7 12.4 170,122 ' 9.5 14.1 56.9
公務 66,150 5.3 11.7 101,052 5.7 14.3 52.8

。総理府統計局r産業別就業者の時系列比較J 1973年より作成。

リシ一J の先腐的形態を登場させることになごさ。

.最後に，東京府の就業構造について検討しておきたい6 〔表15〕が示すように，その全国に占め 

る割合は各項目共に着実に増加し, 1930年には第二次及び第三次業人口の7分の1以上が東京府 

に集中していた。工業人口に関しては，産業構造と同様の事情が追認できる。ずなわち，建設業の 

伸びがトップを占め，輸送用機械器具, 電気機械器具，イヒ学工業の新興産業の伸び率が続ぎ，衣服 

•その他の繊維製品，出版.印刷•同開連産業，食料品•たばこ等の消費財生産部門がまずまずの伸び 

を示していたのに対して，鉄鋼業，非鼓金属，金属製品製造業の就業きは減少した。総じて製造業 

人ロの仰びが17.2 % と停滞して、たにもかかわらず, 第三次産業就業者は5割以上増加した。特に, 

卸売業:•小売業,金融♦保険業,サービス業に従事する商業人ロが絶対数においても急増したことは注 

目に値する。との点は，相対的過剰人ロや二重構造として捉えるだけでなく，都市生活の独自膝開， 

とりわけ市城の掀大との関連で把握する必要がある。 〔表16〕の1908年旧市域の商業と工業の人口 

割合約3 割と4割が鬼京市の常態を示すものとすれぱ, 1920年の東京府，ことに旧市城以外の地城 

の商業人口は，工業人口に対して過少であったと考えられる。従っヤ，都市生活の定着と都市環境 

の盤備に伴って, このアンバランスを回復する動きとして, 1920年代の商業人口の急増を性格づけ

注(1 9 2 )以上の経済政策については，前掲，林他著r 日本あ本主義J166K-191H (柴垣和夫論文)，中村，前掲書，145K- 
江見♦塩S?各箸r財政支出バr長期経済統評7 J ) のミ普によった6
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〔表16〕 東京府における商業人口（努子のみ）

戦前における都市下層の展(下）

1908年 1920年 1930年

旧市城商業人口比 29.8% 32.1% 42.6%
工業 40.1 44.2 32.8

旧市域を除商業人口比 一 - - ' 16.1 28.3

京 府 工 業 'ノ — 39.3 39.1

策京府，商業人口比 — 26.0 34.4

工 業 '/ 一 42.4 38.7
(有業人口に対する比率）

1920〜19
30年の；!：
業人口のlilfl位 伸 び 率 顺 ド

1920〜19
30報の商
業人ロの1略ホ 
中び率順*^ム

新 市 域 甚 原 郡 . 185.1% 1 412.7% 1

豊多摩都 97.4 4 254.6 4

北豊鳥都 103.2 3 269.0 3

南足立郡 86.0 5 249.8 5

南葛飾邵 120.9 2 334.5 2

。明治41年のr東京市市勢-调查原-お』，大正9年及び昭和5年のr国勢調査報告』
ょり'作成。 .

ることもできょう。新 市 域 5 都の工業人ロと商業人ロの伸び率を比較しても，商業人ロの増加が明  

らかに工業人口の墙加に対応していることが説み取れる。 また，1922年から1928年までに旧市域で  

増加した小売商店は，西洋食料品店，家具店，靴屋，冗斯電灯用器具 .店 ,文 房 具 及 び 書 籍 雑 誌 店 で  

(£3い 大都市での新たな消費構造を反映しているC 以上の検討から，第"^次大戦後の都市の就業構  

造は，都市生活の展開と都市環境の整備に対応して変化を遂げたといえよう。

軟問期の経済堯展は，産業構造，経済政策，就業構磨の側面からみる限り， 第一次大戦にょる急  

激な重化学工業化が結果としてもたらした都市生活の独自展開に対応せざるをえなかった。換言す 

れぱ，戦争景気に依存した経済構造は，戦後恐慌を契機に，都市における生活の展開にょって变更  

され，都市を中心とした国内市場に■その重点を移行したといえょう。，この変更や移行は， もし都市 

生活の独自な展開がなければ， ほとんど不可能であ (り,）逆に，以上のょうな性格の戦間期の経清発  

展は，大きな阻害耍因のない限り，都市生活を量的にも質的にも向上させすこはずである。 それ故， 

次に都市の生活水準について検討しておきたい。 ’

第 3 節生活水準の動向

先の人口構造との関連で自然増加率の励向を貝■ると，全国の場合，1900年 ( 安 川 推 計 11.ひ 

1910年13.2%り(同I 3,3%o), 1920年 10 .8%o (同I 3.4%a), 1930年 14.2%<,と推移しているのに対して, 東 

京府は，同時期に そ れ ぞ れ7.2りん, 8.7%ひ，5‘8%0, (インフルエンザの影響がなくなった!921年10.4。ふ0

注(193). Jtojl：商工会議所IT我国に於ける亩货店対小売商問題に関する調査』1929年，付録による《

(194) 京市の地域的借造の具体的な恋化については，さしあたり矢崎武夫rH 本都市の発展過程J 384:^^421頁を参照さ

れす*'し、- . . . .  ■

( 1 9 5 )勿論，都市生活の独自展1招だけでは不十分で，プ' - ムから不況への急激な恋化という焚機（ホ村，前揭書，201貝） 

や大戦fこよる膨大な正貨照t という条仲等が必廣であった。
(1 9 6 ')め川正彬，広岡技ニ郞『明治• 大正年間の人口}M tと人口動/劇 （i■三Hi学会雑誌■!第65巻，第2, 3 号）表19によ
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13,8。んとなっている。 これらの公表値には疑間の余地があるけれども, ‘ 全休的な傾向としては，東 

京府の！!然増加率の上昇は全国のそれを確妻に上回ったといえよう。 しかも，東京府の場合，第 

次大以後の上昇が顕著であった。産業化の前半期におけるま然增加率の上昇が生活水準の-^般的 

な向上に照rc；する.とすれぱ, 東京府の動きに代表される都市の生活水準は，人口動態指標から推し 

'量っても，戦間期には相当改善されていたと考えるぺきヤあろう。

〔図!4〕 1人当リ個人消費支出の推移（1934〜1936年価格；年額）

(197)

1940
年

0大川一司他箸『国民所得』( r長期経済統計1J ) 第32まより作成。との数値は德原推計を修JEしたもので, 
-擁原推計より全体に低目となっている。

。点線は，高藤万吉調5S , 農家経済調S による1 人当り奥家消費額である（條原三代平碧T個人消費ホ出J, 
r長期経済統計6 j 25貝~ 29H )。 •

■ 1922年からはr傻家経済詢まj であるが，稲葉泰三編『覆刻版農ま経済調査報告J によれば，1922-23 
年，1924 ~30年，1931~ 40ギでそれぞれ調ま•集計方法がれなっていると述べられている。デプレータは， 

上揭 r国民所得J! 第30表による。 -

個人消費支出の推移は， 〔図H 〕に明らかなように，第一次大戦期及び戦間期初頭を通して急激 

に上昇し，その後も高水準を維持レた。その結果，戦間期の消費水準は，大戦前の水準の約4 割増 

しとなった。 このことは，実質貧金の上昇，労働分配率の上昇，名目貧金の下方硬直性という近代
• .

注(1 9 7 )内 統 計 局 n-3本帝国人口動態統計i による。ちなみに，前近代社会（明泡8年で例証）の都市にお^̂ る自然增加率 
はマイナスであっかといわれている（速水触 r前近代社会の人口と経済J r経情セミナーJS No. 231, 同箸r近世農村の膝 
史人口学的斩究！ 226H~227貝)e 特に，大戦後の都市における死亡率,とりわけ乳死亡傘の低下が著しい。
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産業部門を中心とした-^連のIpn〉によっても检誕しうるレ，より実感的には，軟前の1 人 1 日当り
(199) ル

カロリ一摂取量が戦間期に2,300カロリ一台の最高水準に達したことから.も傍IEできるであろう。

ところで，都市の個人消費ま:出は, 〔図14〕で鳥家消費の残余と考えるならぱ，大戦期から農家 

との開差を大きくし始め，戦間期には全国の個人消費支出を相当上回ったものと想像される。ま実, 

内閣統計局のr家計調査報告によれぱ, 傳給生活者と労働者との平: ^ の 1 人当り消費年額は, 

1934〜36年価格で，1922年に256円，1932年に253円となっており，また，東京市現住者の平均消費 

年額は，免税点下の者の所得から大まかに推定すれぱ, 1930年におよそ222円 （I934〜36年価格） と

〔表17〕 農家♦非 農 ま 別 個 人 消 費 支 出 ,

戦前における都市下層の展開（下）

1 人当ら個人費費.
(2)/{1)

農 ま (1) 非農家(2)

1887 年 79ゴ円 109.8 円 1.38
1897 93.0 144.7 1.55
1904 92.7 125.6 1.35
1913 100.4 134.4 1.39
1919 117.2 162.4 1.39
1930 103.2 212.8 2.07
1938 123*1 203.1 1.65

(1934〜36年価格；
年額）

年平均成長傘

農 ま 非 農 家
1887年〜1897年 
1897 〜1904 
1904 〜19U 
1913 〜1919 
1919 〜1930 
1930 〜1938

1.41%
A0.22

1.06
2.59

A M 5
2.23

2.80% 
A2.00 

0.72 
3 ‘ 32 
2.41 

A0«54

。前掲，大川. 速水編『日本経済の長勘分析JI238直 （大川-司 
r二重的成長における個人消費J ) による。1934~36年をぺ 
ンチマークとした推計で，算出手統については同書237頁々  
241頁を参照されたい。

(•200)

なっており，いずれにしても，戦間期の都市の個人消費年額がすでに全国平均を大幅に上回ってい 

たことは確認できよう。 〔表17〕の大川推計は，農家と非農家別に個人消費を推計したほとんど唯 

一の作業である。それによると，亦農家の個人消費は，1913年頃から成長率を高め，農家の値が負 

になった1920年代にも高い成長率を維持し，その結果1930年には農家の個人消費の. 2 倍以上に達し

注(1 9 8 )実質賃金の上昇については，大川一司他箸『物価』 （r長期経済統計8 j)  43買~46貝，労働分配率の上昇については， 
大川"^司著i■日本経済の構造』134頁 及 び 大 川 . 南為r近代日本の経済発展J 159貝以下（南亮進，小野旭論文〉， 
下方硬直性に;ついては, 大川一司，H V ロソフスキー著f 日本の経済成長J 第5章を，それぞれ参照。

( 1 9 9 )速水佑次郎 •̂日本農業の成長過程』65直によろ。 . '

(2 0 0 )東京ポr東京市民の所得■ 查J 昭和8年刊によれは•，昭和5年旧市域の免税点下者所得の1人当り平均年領は652.6 
円であった。個人所得の中で免税所得の占める割合は63.2%であるから，各所得者の免税点下者所得額乎均がすべて個人 
消費に回されたとしても過大にはなるまい。従って旧市域の1人当り個人消費年額は，免税点下者所得額平均にW勢調査 
による旧市域の労働力率を後けて（とこでは不労所得者を考慮しない)，大体265.8円と推定することができる。新市域の 
消費年額は，旧市域との個人所得比から插定すると，約210.5円となり，旧新両市域の値を人口で加ffl平均すれぱ》旧和 
5年來京市（いわゆる大東京）り個人消費支出年額は, およそ233.5円とみなすととができよう。なお， 圓家計調査の値 
は，家族従業者を含む自営業層やその他の不安定就労者を除外しており，これよりも高くなゥている。 '

(20りこの大川地計に問題があるとすれぱ,1934~36年をペンチマークとしてさ力、めぱゥているために,明治中期の農家が 
過少に，非;®家が過大に評価される旗向があることだと思われる6 〔因14〕力、ら考えても, 1890年頃には農家と非農家と 
の差ははと/Vどなかゥたか，むしろ逆転していたようである。樊際，全国の値人消費支出額は，齋藤調査の小作の消费ゴP 
額とはぱ致しており（前掲，中鉢r現代日本の生体系』91瓦) , 都市の消費水準の低さを想像させる6 また，農業H 
商男子を基辦にした日瓶人ま男チとの賞金比率も，1883年までは1.0以下, それ以後1890ip代前半までは1‘ 1以下で推移し 
ており，双方の間に格差は未だ形成されていなかたM 、えよう（前揭，大川他箸r物価J 第25表）。以上の簡取な检討 
が正しけれぱ, 非農家の個人消費は，もう少しドラスチイックに向上していたみかも知れない。
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.

た。# 農家ま体め個人消費も，1887年からの43年間に，実質顔で約2 倍に急伸した。以上のように, 

〔因14〕の考察と大川推計とから共に認められることは，第一次大戦期からの個人消費支出の急昇 

を主導しためが都市の個人消費の伸びであり，戦間期の都市の消費水準が，農家との格差を決定的 

にして,大戦以前に比ぺて大幅に向上していたという点である。

' 〔図び〕.製造業總合男子と日雇入夫男子の賃金比 率 （日雇人夫男子ニ1.0)

，前掲, 大川他着: 『物制』第25まより作成。これは職種別賃金 

であり,,賃金率に近い数値だとされている。従々て，日照人 
夫子の値が幾分過大にあらわれて、るかも知れな1/、が，大' 

体の傾向は把握できよう。 -

従って，もし都市内部の格差が大きくは変化していないとす;}??I , 都市全体の生活水準の急速な 

向上に伴って，この間都市下層の生活自体もかなり改善され, その構造を変化させていたはずであ, 

る。 〔図15〕を見ても，都市下層の代表的職業である日雇人夫の賞金は，少なくとも1929年ころま 

で製造業総合の動きに付いていっており，傾向的な開差は未だ生じていなかったといえ 

すでに述べたように，人口構造の定着. 再生産の傾向や都市環境の整備等は，総体として都市下 

層をも巻き込んだはずであり，また，建設業, 商 業 . サービス業，消費関連の在来的軽工業等め紘. 

大は，都市下層の存在基盤を提供した。戦間期の都市下層の生活が，大戦以前より一層廣乏化した 

というより，このように展開する都市社会の構成部分として,むしろ都市全体の生活水準の上昇に 

応じて変化したことは，本節の大まかな観察からも想定可能でふる)。それ故，第一次大戦以降の都 

市下層の生活状態を具体的に分析することが次の課題となる。

注(202) 1880年代と1930律の全国の所得分亦は，そう大きく恋化しなかったことが示されている（前揭，中鉢T現代日本の生 
体系J 118Jト-119K)。しかし, 都市に限っての勘向は!]らかではない。 ■

(203)勿論，規模別を含め賞金格差が形成されたのは192(Kjt代である。しかしながら，小零細工場や商榮♦サービス業の英 

赏資金は1920̂ 1ぐ中頃まで上界し続け, 賞金比率も1‘2倍を越えることははとんどなかゥた。これらの実贺货金が漸減し 

始め，賃金格差が本格的な大きさになるのは1920年代後期である。0K京ホの鋭摸別貧金格差については，歯亮進『日本 

経済の転換点JIZOH及び228H,尾高煌之助r質金ぽ斜偶造の長期変動(下)j r日本労働協会雑誌j 第12巻，第8号を， 

商装•サービス業の貸金動向にゥいズは，前海r近代日本の経済発展J 16域 ~169Hを参照0 )それ故，第一次大軟期力、 
ら1920制たに力、けて，そこに都市下曆も相当数含まれていた小環細工場や商業♦サーピス業の就業者の生浦が向上したこ 

とを想像する余地ぱ十分存在するわけである*

(2 0 4 )昭; 恐慌jWの都ホ下肩の困難な状態を無視しようとしているのではない。そこに至る過粒を明らかにしようとしてい 
るりである0 明治末と昭和恐慌朋の都市下眉を短絡させるのではなく，このflijの都市下照を把握することによって始め 
て，IW和恐慌助の都ホ下層の生?Sも51!解できるようになると思う。 ,

*— '一■ 84 (5/24) ■— —



第 e 章 第 一 *次 大 戦 直 後 の 都 市 下 層  

第 1 節都市諸階層の確;i 過程一二労働者を中心に——

すでに第4 まで検討したように, 明治末がら大正初頭において，都市下層は, ようやく家族とし 

て都市に滞爐し始めたが，そのために，比較的早期に1世帯平均0.40人り非現住人口を挑出し,，ま 

た雑費や住居費の3^出が墙大することによって食費を切り詰めざるをえなかった一*方, 大経営.を 

:中心とする新世代の労働者は，工場労働者として都市に定着す.るために,都市下層とは異なった新 

たな生活構造を形成し始めるが, それは, 食費内容のま®購廣力め停滞もしくは低下を伴ってのみ 

可能ヤあっナ?。そして，大経営以外の労働者や大経営であっても独身の竟習エ等の多くは,*なお都' ■ , r

市下層と大差ない生活挑造を有していた。

以上のように，工場労働者が都市下層から分離し，都市下層が相対的媒位に位置付けられ始める 

ものの，なお都市下層の一般性が完全には失なわれず，しかも，都市下層から労働者を含む都市諾 

!階層が，都市での生活を構成する過程で,それギれの生活構造上の緊银を杂懷なくされていたとい 

■う状況こそは，い わ ゆ る 「都市民衆騒擾」 の根本的な要因であると言わねぱならない。 とこセの 

r都市民衆騒擾」とは，明 治 の 日 M 非講和連-勁に伴う日比谷焼打ち事件，明治39年の®取禅打 

.ち事仲，明治42年及び44年の電車質値上げ及び、TtJ有化に反対する東京市民大会，大正2:年 の 第 次  

護憲運動下の大：£ 政変に至るr暴励」，大正3 年のシーメンス事-件をきっかけとする5■騒擾J, 環後 

に大正7 年のネli i動というニ連の過程を指している。 宮地正人氏は， この点について，r 日露軟後 

から第一次大戦期までを都市民衆騒擾期と規定」で き ,「この時期はそれ以前にもそれ以後にも見 

ることのできない都市部における極度の不安定性が顕箸である（その下限は米騒励だが，性格に大きな 

相違があり，第一次大戦までを前期, 米騒動を後期とも区分できよう）o J と述べられている。こ の 「す安 

定性」の内実は，上記の階層間の関係と生活構造上の緊張に求められさし，また, 都市におけ'る 

r民来騒擾」と規定す.る場合，その担い手が都市下層や労,働者ではなく「民衆」であり,.その形態 

が組織的な運励ではなぐr騒極J である理由も，都市下層を基礎としたダイナミックな階層関係と
、 (207)

都市型生活構造を緊張の内に確立しようとする困難な過程とに求められるべきであろう。以上のよ 

うK , 第 4 章で検討した都市下層及び労働者の生活状態は，都市定着への志向を強めながらも.,第

5^(205)勿H命，当時の食生tsの水準が前提とさ‘れねぱならない。これに関しで，中鋒氏は, fエンゲル係数七3；バーセントと 
' いう生沾:構造を維持してもなお栄養学的墓準に速し力i い所得水準のもとで，あえて五0 パーセントの生構造を免らぶこ 

とな'くしては，当時の工場労働者としての地位を築くことができなくなったJ .(前辟『家計調杏-と生活研究』21Jミ-'"22更） 
' と記述されている。 . •

( 2 0 6 )窗地正人r  ロ露戦後政治i l lの研究』22ぽ 。 ‘ ■ ,

<207) r都市民衆騒擾J に関しt：は，官地, 同上書，第2ぎ第2節のはかに，IT本想哉r都市化と民衆速®)JJ ( f岩波講座， 

日 本 歴 近 代 4』197がfi,所収) ,大正デ-ちクラシ一全体の中での歴史的性格を討li.したものとしては,江ロま一他 

' fシンポジ•タム,' 日本滅史20;大正デモクラシシ第二章を参照されたい0 - ' ■•••

' —— ■ 85 (J525) 一■一"•

. 戦前における都市下層の展開（下)



r三田学会雑誌」71卷 4 号 (1978年8 月)

一次大戦期に至るまで, 基本的には变化しなかっすこと思われる。

ところで， 「恐慌としてはもっとも典型的（古典的な恐慌） な様相をしめ] 1920年恐慌を境目 

に し た r大戦中のブームと，その反動としての不況の深如さ)J という大正中期の経済過程は，戦前 

期日本における最も急激な変動過程であったといえよう6 事卖，〔図14〕の 個 人 消 支 出 や 〔図im
(21の

の実質貿金もこの過程で飛躍的に上昇しているし, 前享の都市状況もこの過殺で出現し，.更に戦前 

の 日本経済の骨格が形作られることになる。 第次大敝前後の物価及び貧金の急激な恋動を示じた 

の が 〔図16〕である。それによれぱ，大正6 年から大正8 年にかけて,生活必需品を中心とする需 

給ギヤププと過熱した投機活動そして国際的な物価騰貴のために, 消費者物価，特に米I®が高騰し，

〔016：) 第一次大戦前後の貧金,物価の動向

前海，大川他箸！■物to  135K, 243頁より作成。
0樊質賞金指数以外は, I9l0i|iを100とした指数である。

大正7 年には, 賞金の上昇が物価の上昇に遅れるという現象を呈するに至る。しかし,

ら大正9 年にかけて，物価騰貴がはぽ鎮静するものの，製造業貧金はなお上昇を続け,
大正8 年か 

その結果，

注(208)大魚清r日本恐慌史論下J 164貝~ 1 6 7 H , 107直~108其。 ,
(2 0 9 )前掲，中村I•戦前期日本経济成長の分析』201直。
(21 0 ) 軌前を通観した实質賞金の先駆め推計としては♦ 梅村;又次I■货金，屑;fj • 廣業』第3章を参照6

なお，履用婦小実質貧金上昇という主張もあるが, ことでは，生ほ描造の緊張~►好況による労働移動—卖資資金の上 
界~»雇用縮小と捉えているととを付記するにとどめたいヶ

, - '
---86 (626) —— •
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軟前における都市下層の展開（下）

実質資金が相当上昇した◊ そして，大主9 年から大正11年にかけて，貧金の上昇も頭打ちになるが, 

米価を中心に物価が下落したため，実貧賃金は，減速しながらもなお上昇し統け，大正11年には， 

大正7 年の約5 割増しに達した。 .

〔表1り大正中期のェ塌労働者の家計構造（1)

大 正 5 年 大 正 7 年 （8 月）

円 % 内 %

収 入 28.51 100.0 36.00 .

世帯主収入 23.52 82.5
家族収入 4.41 15.5
その他の収入 0.58 2.0

実 支 出 26.43 41.94

実収支過不足 2.08 A  5.94

実支出合計 26.43 100.0 41‘ 94 100.0

飲食物費 11.55 43.7 24.04 57‘ 3

米 代 5,23 19,8 14.00 33.4

住 居 費 4.90 18.5 7.50 17.9

家 賃 4.47 16.9 7.50 17.9

光 熱 費 1.71 6.5 3.08 7.3

衣 服 費 2.09 7.9 3.00 7,2

雜 費 6.18 23.4 4.32 10.3

世帯人員 3‘ 9 人 4 . 0 人
調查世帯数 20世帯 東京0 日新聞紙上の1 事例-

0高野岩三郎r東京二於ケル二十職工家計調查J 
( 『家計調査と生活研究J 96頁~99頁）によ 
る》収入は一応総収入であるが，実収入と大 
差ないと思われる。

◊本山政雄r歷史のな力、の生活権j ( r講座現 
代生活研究I生活の歷史J 206頁~207頁）に 
よる。総支出と実支出の区別は不明，収入の 
内訳も不明。 '■

物価及び貧金の以上のょうな動きの中で，緊張を伴いながら％定着可能な生活構造をそれぞれに 

形成しょうとしていた都市諸階層は， どのょうな対応を示したのであろうんここでは, 〔表18〕

に掲げた工場労働者の家計構造の変化を通して，この時期の経済变動への生活構造の具体的な対応 

過程を検討しておきたい。同時<̂こ， この作業は， ミクロの家計調查資料にょって，マクロの物価， 

資金I I 計の整合性を検諷するということをも'意味しているはずである。 S種類の家計調查の乎均世 

帯人員は大体4 人前後なので，実支出を都市消費者物価指数で除してま質支出水準の推移を見ると， 

第 4 章での明治末〜大正初頭の37円に対して，大正5 年が42円，大1E7年が4 1 R ,大1E8年 8 月が 

45円，大正8 年中が52円，大正9 年 5 月が64円，大正9 年 7 月が72円 ,大 正 10年〜11年が86円，大 

正11年が84円となっており， とれらは，製造攀実質貧金指数と非常に似通った動きを示していた。 

収入構造は, ' 世帯主収入の割合が約8 割強とはとんど変化しなかったので，以下,支出構造の変化

を迫ってみたい0 '■
■~ - ^7 {527)------
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r三ffl学会⑩誌j7i巻 4 号 （I978ギ8 月）

〔表18〕 大正中期の工場労働者の家計構 造 （2〉

大 正 8 年 ( 6 月） 大 正 ’' 8 年‘ (年問）

円 % 円 %

実 収 入 64.37 100.0 72.50 100.0
世帯主収入 54.75 85,0 63.27 87.3
家族収入 5.00 7.8 5.67 7.8
その他の収入 4.62 7,2 . 3.56 4.9

実 支 出 60.49 69.76
実収支過不足 3.88 2.74 -

実支出合計 60.49 100.0 69.76 100.0
飲食物費 34.21 56.6 35.09 . 5 0 . 3

米 代 19.97 33.0 18.74 26.9
住 居 費 ' .■ 6.10 10.1 7.19 10*3

家 賃 5.26 8.7 6.52 9.4
光 熱 費 4.30 7.1 4.33 6.2
衣 服 費 5.63 9.3 6.77 9.7
m 費 10.25 16.9 16.38 23.5

世带人員 4 . 0 人 4 . 2 人
調査世'带数 28世帯 40世 帯 ’

° 斑ま府工務課6■職工生状態ニ関スル調を第 
■：：M a による。機械器具工場の職工100世帯 
中， r四人暮j 28世帯の平均値である。不突 
合は合計値を修正。.

»なお，東京府工称課『職工生11-状態ニ関スル 
調査第一輯J によれぱ，印刷. 染織• 飲食物 
工場の職工299世帯の平均突支出は57.64円， 
ェソゲル係数は55.2%であった。また， 『同 
第三轉J によると，化学工場の職工100世带 
の平均突支出は54.95円，ユンゲル係数は57.6 

あった。調査時はいずれも大正8年6 月 
である。

'権E1保之助r東京に於ける労働者家計の一 摸 
型J 及びr労働者及び小額律給生活者の家計 
状態比較J ( 『家計詢查と生研究j1 0 5 H - 
107頁，128真〜129貝, 138貝~ 147頁）によ 
る。

雑費や衣服費の割合がやや增加 
(211)

まず，大正5 年の支出構造は，明治末〜大正初頭と比較すると*

し，食費割合が減少するものの, 愈費内容自体の水準には変化がなかノ。 これは, 都市下層から,

分離し独自の階層として都市に定着すをために，雑費等の支出が金儀なくされて食費のjb 昇が趣れ
. .-

るという，明治末期以降の工場労働者の緊張した生活構造の極限状態をまわしていると理解すべき 

であろう。 ,

大正7 ギ: r 入ると，既述したように米価を中心に物伽が高騰し実質資金が低下して，家評が/赤字と 

.なり，爽質支出自体も，大正5 年に比べて少々低下する。そのために，雑費は，実支出に占める割 

合でも，実質額でも，は,ぽ半減するが，明治末湖から庄縮されてきた么費は，それ以上切り詰めら 
• ■ ■

れることができず， 質的には横ぱいで，大IE前期の水準で画定化する。その結果， ユンゲル係数

注( 2 1 1 )樊質-ぶ出水}Viか-若干向上したことと，との|1;1の炎料》|か’、がけ<̂的に多少低下したことによる,

— 88 (628)—



軟前における都市下層の展開（下）

〔表18〕 大正中期の工場労働者の家計構造（3》

大 正 9 年 ( 5 月） 大 E  9 年 ( 7 月）
円 % 円 %

実 収 入 102.28 100.0 113.45 100.0
世帯主収入 83.23 81.4 89*68 79.0
家族収入 13.67 13.4 12.67 11.2
その他の収入 5.38 5.2 11.10 9.8

庚 ’ 支 出 89.55 99.92

卖収支過不足 12.73 13.53

実支'出合計 89.55 100.0 99.92 100.0
, 飲 食 物 費 • 44.89 50.1 43.39 43.4

米 代 22.49 25.1 20.52 20.5

住 居 費 7.87 8,8 8.85 8.9

家 貨 6.51 7.3 6.57 6.6

光 熱 費 5.64 6.3 4.41 4.4

衣 服 費 12.65 14.1 16.13 16.1

雑 、 費 18.50 20.7 27,14 27.2

世帯人員 4 - 3 人 4 . 2 人
調奄世猎数 330世帯 307世帯

0東京咐産業部商工課f職工生許状態ニ閲スル調査J より作成0 機械!役具工場の職工が半分弱をしちめる。 
r娱楽勸には酒•煙草代が含まれているので, 後9 調在から'判断して，「拱楽贤』中'1.00円を飲ゴぱザ乂̂^

• とみなした。なお，不突合は合計値を修正した。
.

が 6 割近くに上昇し，雑費の害I]合が1 割位に低下して，支出構造としては， 〔表11〕の都市下層め

構造と大差ない状態に後退してしまう。労働者と.して都市に定着するために緊張の極限に達してい

た生活構造が，-H時的であるにせよ，破壊され，出発点に押し戻されるかのように思われた。 「都
. 、 (212)

市民衆騒擾」の最後を画する米騒動が，局地的には明治期以来散発していたにもかかわらず，大正

7 年 8 月に勃発1 ^ , 都市部を中心に全国r 波及し，一部で暴動化した根本的な理由は，上述の工場 

労働者に端的に示されるような，緊張, 破壊，後退という都市諸-階層の生活構造の激変であったと 

考えるべきであろう。そして，都市下層がその一般性を完全には失っておらず,.工場労働者を合む 

都市諸階層がそれぞれの都市趣生活構造を確立するに至っていなかったことは,どちらかといえぱ 

r居住群集型J, r各種の前期的労働者J 中心，「統一*的指襟J の欠如と非組織性，という基本的な性 

}各ふ。米騒励に付与した。その後, 前章で述べた都市状況の中で，例えぱ工場労働者は，統いて述
■

ベるように自らの生活構造を確立し，共通の利害に基づいて組織的な連動を展開し始めたために， 

r都市民缴竊擾期」は終りを告げる0 同時に，生活描造上の分析と政治過救に兹場する諸運動とを

注(2 1 2 )宵木!！]:ニ 『明治殷民騒擾の-年次的別究』及びr大正農民騒極のギ次的研究j を参照。
(213) # 上洁* 波部撤編r米騒動の研究§ 第1巻，105更~12烦‘による。米賤勘全体の評(iBiは必ずしも定まっていないが（ 

藤北‘松一*他 rシンポジクム，H本歴史1 9 ,日本のホ®生義J 229][(~233頁)，特定の利害に基づいた組織的な迎励の流れ 
とは同一祝できず，r都ホほホ碱擾期J め最後として位付けるのが妥当であろう

‘ 89 (529) — ■ ■
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r三田学会雑誌j  n 翁4 号 （1め8年8 月）

〔表I S ) 大正中期の工場労働者の家計構造（4〉

大正10年(6月）〜大正11年(5月） 大 正 1 1 年 (11月）
円 % 円 %

実 収 入 115.19 100.0 104.36 100.0
世帯主収入 96.40 83.7 . 86.68 83.1
家 族 収 入 5.85 5.1 11.99 11.5
その他の収X 12.94 11.2 5‘69 5.4

実 支 出 110.40 106.15
実収支過不足 4.79 A1.79

実支出合計 110.40 100.0 106.15 100.0
飲食物費 40.97 37.1 43.50 41.0

米 代 16.38 . 1 4 . 8 15,55 14.6
住 居 費 15.04 13.6 17.33 16.3

家 賃 11.86 10.7 13,95 13.1
光 熱 費 6.27 5.7 6.63 6.2
衣 服 費 15.75 14.3 16.43 15.5
雑 費 32.37 29.3 22.26 21.0

世帯人員 4 . 3 人 4.7 A
調査世帯数 74世帯 185世帯

0財団法人協調会S■參給生活者職工生計調査報 
告J の東京地方職工平均による6 r間̂ j , r 滋 
養品J の全部とr嗜好娱楽j 中の4円は食費 
とみなした。 ’

0東京府内務部社会課r*東京市及近接町村中.
階級生計費調による。

0 なお，同書によると，’ 電車従業員（世帯人員 
4.1人) 103世帯の平均美支出は96.44円，ェ 
ンゲル係数は41,4%であった。

直接的に対応させることができなくなり，政治的な運勘を解明するには,後立された生活構造を前 

提としながらも，組織や政策等を媒介にしなければならなく)

大正8 年になると（大正8年8 月），収入の回復と家賃の相対価格の低下によって，雑費が持ち直 

し，更に所得が増加すると（大正8年中)，食費の割合が6 割近くから5 割に低下しその分が雑費 

に回され，雑費がその割合でも以前め水準を回復し，実質額では大正5 年を5 割種度も上回った。 

米価と家賞の相対価格の相違を考慮すれぱ，この時点で，緊張の極服に達していた大戦中の生活構 

造がすでに再生されていたといえよう。なお，大正中期の雑費の主な構成要素は, 保健費，育兄費, 

交際費であった。

大正9 年には所得の増加が更に加速し，支出構造も变化を遂げ，長かった緊張状態を基本的に脱 

出することなる。まず大正9 年 5 月の家計構造を見ると，所得の上昇にもかかわらずエンゲル係 

数は大正8 年中と同じであり，食費の実質額は，大正8 年までの20円から, 約3D円の水準に向上す 

る。 これは，ユンゲル法則による一*般的理解と抵触しており，食費の圧縮を伴う緊張という明治末

注(2 1 4 )むしろ，確立された生？S構造は，社会情成のあり方自体を变えていったのではないかと考えている。なお，1?{和初期 
の r市民關缕りのように，生活摘造から直接説明可能な場合も，例外的には存在した，

90 (530)
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期似降の生活構造上の経験を想定しなけれぱ到底理解できない。 中鉢氏は， とのような動きにつ 

いて， •■実質生活水準はむしろ上昇しており，それよ併行して食費の内容も改善されているのであ 

って，これは明治末一大正初期にみられた衣服. 保 傭 • 交際•交通等の諸費によって食費が圧迫さ 

‘れている支出め動向とはあきらかにことなるものであり, 久しく切りつられて、、た食物にねする 

欲求が，多少の新得上昇によってようやく充足されるとともに,それが住港や文化的欲求に対する 

ま出の増加を逆におさえていることをしめすものであろう。J と述べられている。実際，食費中に 

占める米代の割合も，この時点から半分を割り，食費の構成g 体が变化したことを示している0 吏 

に，衣服費が, 実質額でも大幅に増加し，構成比でも10% を相当上回ったことにも注目しなければ 

ならない。要するに，大正9.年 5 月には，食費が実質的に向上して圧縮から解放され，同時に，衣 

服費も増加したのである。次に大正9 年 7 月を見ると，実支出がなおも増加したナこあ，回復後飽和 

状態に達していた食費は，その割合を5 割から約4 割強に低下させ，その低下分のほとんどが雑費 

に回され，雑費は，実質額は勿論，その割合も3 割近くに増加する。 ここでは，食費の切り詰めが 

はぽ完全に0 復された上で，ユンゲル係数が，緊張© 極限にあった大正5 年の値にまで低下し，支 

出機造金体としては, 食費約4 割， 費約3 割という梓組に次第に落着いてゆく傾向を示している0 

また》大IE 8 年中及び大正9 年 5 月では，実収支均等点が実収入60円台であったが，大正9 年 7 月 

になると，実収入75円から95円位まで引き統いて実収支が均等し，実収入100円以上で始めて黒字に 

なっており，支出構造の構築に伴って， このころから収支関係自体も変化し始めている。従って， 

工場労働者と'して都市に定着可能な生活構造が，大正9 年 7 月の時点で，端緒的にではあるが形成 

され始めたと考えることができよう。しかしながら，大正9 年の両資料共に実収支過不足が10円以 

上超過しているが， これは，生活#!造が安定化して所得の増加分が貯蓄されるというよりは,大正 

10年お_び11年の資料から判断すれぱ, むしろ，所得の増加に対して支出の増加が一時的に遅れる， 

すなわち支出構造が所得の動きはど急速に変'化できないためであると理解すべきであり，その意味 

で，大IE 9 年 7 月でさえ工場労働者の都市型生活構造が安定して確立きれていたわけではなかった0

このような支出の収入に対する遅れは，大正10年頃にははぽ解消される◊ 大正10年〜11年の支出
(216)

構 造 を る と ，米代を除く各費目の実質額がそれぞれ多少増加し，実質消費水準も向上するが，特
• \

に家賃の増加が著しく，その割合は再び1 劃を越えている。 これは， *■東京市統計年表』 によると 

この間借家数の着実な増加が明らかであるにもかかわらず, 労働者の都市型生活構遣に見合った2

' . 戦前における都市卞層の展開(下）

注(215) 前揭r家計調査と生研究J 27買。ただし，中鉢氏は大正8年中につぃて述べられているが, 精確には，ことで引用 

したように，この叙述は大正9^£^5月に最も妥当する。なお，注 （223) を参照されたぃ《̂

(2 1 6 )餘原三代乎氏は，r大面10~11ギ頃は景気後退期であるため，階層間限界消費性向が弓|上'げられたJ (掠原『消費旧数i  
271貝）と解釈しておられるが，生活構造の変化に即して内在的に,所得に対する支出の遅れが中高位の収入階層を中心 
に回復されたとSfiMした方が妥当なように思われるe

— 9 1 (531) —
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' (217)

室から3 室で、合計約11疊という家愚が不足していたために，それまで、低位であった家貴が一般物filli
(218)

並に引き上げられたからであり，また工場労働者の住居水準自体も若干向上したからであろう。 こ

のように支出が増加して収入に対する遅れを取り戾した大IE10年〜11年のまHi内訳は，食費4 割弱，

米代約1 割 5 分，実資約1 割，衣服費約1 割 5 分，雑費3 割弱であり， この支出構成と内容は，世

帯人員がやや多く雑費が減少しているものの，大正11年11月においても，はぽ同様にぽ現されてい

るといえよう。それ故, 労働者にとって都市に定着可能な生活構造が，大正10年〜l i 年頃に，緊張，

や遅れを含まない安定した形で確立されたと判断できよう。 このことは，関東大舞炎後の大正I 5年

k 昭和2 年 の r第 1 回内閣家計調査J において，水準でも構成でもはとんど同じ生活構造を工場労
(219〉

働者が再構成している点からも傍誕され得る。

以上の梭討によって，大IE中期め急激な経済変動過程の中で*すでに緊張を持続していた工場労働 

者のを活構造が, 急速な変化を被りながらも，都市定着志向的な対応と再編を繰り遊し， ようやく. 

安走した形で確立されナぐことを確認した。調查資料が必ずしも全く同一^の社会階層を対象としてい 

ないのではないかという懸念は残るが，労働者の都市型生活構造が，緊張，破壊一後退，回復一伸 

張，形成一確立という過程を経て，大正9 年 7 月に端緒的に形成され,大正10年〜11年に確立され 

たという結論は，免の賞お，物価の動向に照しても非常に盤合的であり，工場労働者の生活状態の 

典型的な推移を示していろと思われる。しかも，被壊後わずか2 年で新たな生活構造が形成された

こと，また，回復時に食費の実質額が伸張したことは，明治末期からの構造上の緊張を前提としな
• . ' ■. . .

けれぱ理解不可能であり，それ故，緊張から確立に至る一連の過極は，都市定着志向に貫かれたき 

わめて密度の高い生活構造の動態であったといわねぱならない。そして，回復一伸張過程での消費 

行動上の経験としては，雑 費 （大正8 ぷP中)，愈費と衣服費（大正9年5 月），W•び 雑 費 （大正9年7 月）， 

家 賞 （大正10年〜11年）の順に実質支出が増加してきた点と， 収入に対する支出の遅れ(大正9年而 

月）を件った点にも注0 しておきたい。

ここでは詳しく述べることができないが，いわゆるr新中間層J も,工場労働者と似通った過程 

をたどり，相前後して都市における階層として確立'されたようである。「新中間層j の主要な担い手

注(217) 京府内狡部社会課rjtoltホ及近樹iij村巾等階級住宅調在』<大正1堆 9 月調査）によれば，職工206世帯の平均窓数 
は2.46室，平均嵐数は10‘554^1,平均家資はl2;75n であり，また，前揭『東京市及近接町村中银陪級生計費調g j によれ 
は‘，2.62室，11.23®であった。 ■

耍するに，絶対的な化こセ不足ではなく，一 .定水準以上の住宅が不足していたわけたが，それは，後にみるように，都市 
下眉の家货がこの問大きく変化しなかったととからも推測できよう。 ■

(2 1 8 )大正8 ̂ ?̂のガ島調あによると，平均廣数は9.76督であり（関谷耕一解説tm r m m }  e 月岛調SJ 204Jj[~206K), 
大正1坪には約1 功]えたととになる。より1S要で餅擦対象による誤ぎきとしで;|^付けられないのは，月岛詢：&で2し7%を 
占めていた（•二等級長駒（5.79段で，4.60人という平め人貝の多さを考慮すると，後述するように都市下暦とはとんど 
差がない）水準の住/r!;-が，大in n ギの両調を:でははとんど見当らなくなっていることである。

<219) m m m i nn大正十五印九月至昭和ニ年a j i 家評調在報告j 第;::卷によれぱ， [奶】沛及共ノ附近」の工場労働者 
の場合（383世带の平均)，世猎人具4.4人，劇 3(入11'9.41円, ま?あ[1け07.85ド!で，☆費37パ％, 米代I3,7 % ,家賀14.9%, 
衣1}暖 12.1%,雑微5.8%であった。
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教貝雑費 
教員食費

ao)

教貴住居費

m m 支出階層別費目別支出gj (大正8年の労働者及び偉給生活者）

50 60； 70 80 90 100 110 120 130 140 150FJ 
支出隙層

。権W保之助r東京市に於ける労働者家計の一 摸型J, r康京市に於ける小額傅給生活者家計の 
計調査と生活研究j 108貫~109鼠 119；gC~120：P 0 より作成。

0括孤内は調ま対象数。
。衣服费及び光熱費の図示は填EKした。
◊捧給生活者とは小学校教員で，その平均世带人員は4.5人，

家( r

法 （220) H木Iほ水生「宵史生活の窮状j (r統計学雑誌J!第148号, 明治3 H [i),河合利安r宵史の生?まに就いてJ び統計集誌J 
第299号，明治39年）を参照。前者では，赤字にならざるをえないとして，月支出26.20M以上でユンゲル係数約5割の5 
人家族の事例が上げられている。後者では，宜史の傳給が物価上界に最も連れていることを示し，m  (判任官—— 筆者） 
最低者に至ては其生活の低鹿なるとと週に職工社会に劣るもめすらあるJ と述べている。

なぉ，官公史の数と摩給の概観は前掲，江見他著r財政支111j  222更<̂ 223:3を，官吏の傳給制度の概耍はrわが国公務 
員給#‘の沿ホ—— 明冶初律から昭和23あまで—— J ( r労働統計調査月報！断 6卷檢1 号)を, それぞれ参考にした。

(221)沙觅三郎r判住宵生活の奨状J ( 『経済諭叢j 絶10卷第1 号,大正9年）によれば，大正8力i 7 月~  9 月にぉける関 
西の公史43E';i?を調した紹摄，（•一戸を撒ふるJ r妻子あるj 世帯の月平め実ま出は81.22円，食终（光熱货を舍みP,おT 

費を含★ない）の構成比は48.2%,庚収入に対する突支出の超過は23.51円であった。r其而ロに答へられたJ 事例として 
揭げられている力婦子供5 人世帯のま計は, 実支出70.15円，食費剖合55‘ 1冬，支出超過9‘65円で‘あった。以上を如勤赛 
家計と比較すると，消' ク水準は労働者をやや上回っているが，支im捧造及ひ'収入では決定的な差を認められない。

また，小川鄉太郎r宵史の待遇を論ずj ( 『経済l i 叢』第10巻第3号，大正9-ィP )では，r物価騰貴に依て官公史の地位 
は大に下りゥあるのであるが労働者の地位は然らざるJ ためにr窗公史は労働者階級よりも上の階級に腐して居るとい 
ひ得られなくなるj と述べられている。

更Ki, やや極端ではあるが，r汝きものよ洋服細民j ( 『曰本及びH本人さ大正7ギ10月号:)や，r月収30円の宜史から. 
の役*n ( r国 細 11』大正7印.8/!16日T il)も# 照 、'

. — 93 (555) - ' 一

であった官公吏についで述べると，明治末期以来,判任官以下の非特権的な職階を中心に窗公吏数

が次第に増加する力;，物価に比べて画定化した捧給でその社会的地位を守らねぱならなかづたため
2̂20)

に，やはり生活糖造上の緊張を強いられることになった。そして，大IE 7 年〜8 年にはタ生活の困
( 221)

難が極点に達し，一部には労働者と変らない生活状態に陥るものの，やがて, 大正0 年 8 月 の r刺 

任常傳給令中改l E j 等によって急速に安定へ向かい, 大正10年〜11年には，ユンゲル係数も3 割強 

に下がり，労働者とほとんど同時に， 「新ホ間層J として都市に定着可能な生活構造を確i するに

戦前における都市下層の展閲（下） ,

(16)

(7)
(7)
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〔図1 8 ) 支出階層別費目別支出図（大正11年の労働者及び儀給生活者）

。東京府内務部社会課r東京市及近接町村中等階級生計費調査J より作成。
。括孤内は調查对象数。 ■
0衣股費及ひ‘光熱費の因71̂は省略した。
。労働者とはr職工J,偉給生活まとはI•小中学校教員j である。

' 。教員の低带人員は4‘4人ぃなお，教員の最高支出階層（1世帯）は除外した。

( 222)
至る。この事実は，教員と労働者の支出階層別支出を示した〔図17〕及 び 〔因18〕からも読み取る

ことができる。すなわち，大正8年では，教員の約15%に当たる下位2重出階層は，エンゲル係数
(223)

が 5割に近く，労働者と類似した:支出構造を有していたのに対して，大正11年になると，全支出階

層にわたって，労f動者とは異なった費目別支出を描いている。以上のように，都市の譜階層が，ぽ 

張，後退の後，直ちに大正8年頃から回復一伸張の道を歩み始めたが故に，都市下層を中心とした

無規定的な「民衆」が政治過程の主座を下り，r都市民衆騒擾」は米騒動後，姿を消したのであ*̂ 4。)
_:  — . _______. _______________________ .

注(222) flf/掲 r傳給生活者職:！:;生計調査報告J によると，束京地方の停給生活者35世帯の平均は，実支即30.60円,食費割合 
29.9%,雑費割合33.0%, 18.98円の黒字であり，前掲r來京市及近接町村中等階級生計費調査』によると，大正11年の 

宜史，公史，小中学校教員，銀行会社員の大体の生計は，実支出130円~ 160円，☆費割合3割強,雑費割合3割前後，多 
少の亦字であった。 -

また，前海『自大正15ゴPネ月至！旧和2年8月家計査報告』第2卷によれぱ， f束京ホ及其ノ附近J の給料生活者231 

世帯の平均は, 実支出139‘73円，食費割合31.6%,撒 T割合30.1%, 11.I52円の黒字であり，関東大震災後も，大]£10举 
U 印̂とはぽ同じ生fる構造が雄待されていたと考えられる◊ . ,

C223) C017Jの拡張の様子は労{勘者と教員とで若干再なゥている。労働者の場合，エンゲル係数は，下位支出階層か 
ら順に, 47‘ 6%, 48*5%, 53.2%, 50.0%となっており，一時点の静態的観察においても，エンゲル法jWの逆転現象が認 
められる。この意ゆでは，切り話められていた☆費の回復的先行が，すでに大正8年.に始まつていたといえよう。他方， 
教員の家計は未だ(0{復適糖に入っていなかゥたものの，100円以上;め支出階層は, 庄縮された食費であったが，大IE10律 
以降に通じる31015構造を呈していた。

(224)労働組合の設立数が倍加するのもネ正8年以陈である（労働迎動ii!料委員会『日本労働運fj史料第->教統評前』425 

JO。また，友毅会が知識人による啓蒙的色彩から本ゲパ!な労働組仓主義にr内部自己転換丄したように（松尾尊-免 r大 
正デモクラシーの研究J第fl部友愛会iil論)，労働者の生活構造のま立に伴って，労働組合の性格I*：!体もま化した。
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更に，例えぱ少額貯蓄の普及や消費担合の^ 立をも伴った，都市諸階層のそれぞれの形での形成…
. (226)

確; * こそが,，前ぎで述べた「戦間期の都市社会の性格J を根本的に規定したといえよう0

以上のように都市諸階層がそれぞれに確立する過程は，同時に都市諸階層が都市下層から分離す

る過程でもあった。換言すれば, 都ホ下層が,明治末から大正初頭には未だ深持していた生活構造
• • . . . . .  ■

の一般性をはぽ完全に喪失し,都市諸階層の部分として労働者に対して相対的下位に位置付けられ 

る過程であった。このような状況の中で，都市下層の生活'か態はどのような変化を遂げたのであろ 

う力、。結論的にいえぱ，都tU T 層ほ, 大IE中期の急激な社▲ 変動に取り残されながらも，他方ヤは, 

都市下層として一定期間定禁可能な生活の枠組を何とか形作るととになる0 前章の都市社会の展開 

と，：r 場労働者を代表とする都市諸階層の生活構造の変動過程とを背景として，以下，この時期の 

都市下層の様態を具体的に検討していきたい0
- ■  .

第 2 節 分 亦

r東京市社会局叢書（ニ) 」 とL て大正10年に刊行された東京市社会局『東京市内の細民に関す

る調査』の「緒言J によれば， 「主に部落を為せる客観的細民即ち本局調査員又は関係官公署の常識

刹断による細民にっき普く全市に直りて細民生活の概要を調査しJた「第一次調査J (大正9 年0 月中

旬〜同11月中旬に実施完了)， r標本的細民地域を選び，該地域の細民につき必要と認めたる諸事項に

関する統計的調査を試みたJ r第二次調查j ,  i■一定数の標本的細民家族を選定し， 定期間に於け

る収支の真相を精査して所得消費の関係を究明し，以で彼等細民の生計状態を統計的に開明」しよ

うとする「第三次調查J (大正10年6 月実施予定）と い う r三段の調查J を通し- t , 「細民生活の全貌を

総覧してこれを徹底的に究明J しようとした。『東京市内の細民に関する調查J は， 上記の第一次

調査の結果をまとめたものである。 この調査ではすでに述ぺたように， r細民Jは, r不定居的細民J

と，「借家居住J で r其の生活の本拠確定的にして，概ね家庭的生活を営むを常態とすJる r定居的
(228) '

細民 j の二つに分類されていた0
C2?Q)

部落をなし月収50〜60円以下と規定された I■定居的細民」の分布は， 〔表19；! に示す通りであっ 

た。明治末と比較して最初に気付くのは, 「細民」 数が約20方人から7 万台に減少し， 東京市人ロ

注(225) 少額貯蓄については，前掲，下旧平[•企業福利施設と労働者生活J (第3節労働者生活における自立性の契機）を， 

消費組合にっいては，束京市産業局庇孩課『東京市に於ける消費組合の概況』昭和9年，山崎勉治r 日木消費組合運動史J 
昭和7年，奥各松治『ロ本消費組合史1 昭和10年を，それぞれ参照。

(2 2 6 )視点は変わるが大正中期の人口移動をみると，大正7年の東京ポ旧市域への流入及び流山人ロ（r入寄留者及入寄® 
者ノ退去，抹消j ) は通年の洽以上に当る50方人規模に達し，その後，大正9年とろから流入人口の定着航向が以前に墙し 

て顕著になってくを(0K京市統計年ま』, r東京ホ昭和十年国勢調査附带調S 統詠ftO o生活構造の後退期に急激な人口 

後勘が起った後に，確立されっっあった都市諸階層生活構造に対応した定着志向的なものに流入の藍が移行したわけ 

で, 人口の独自展自休が生活偶造の疲動過程と相冗に関係していたことを示している。
(22 7 ) 大経営労働者にっいては，前抵，兵藤6■日本における労資関係め展服H71頁~ 479直を夢照®
(2 2 8 )『本京市内り細'ほ;に 関 す る 調 査 2 r細民とは資財及収入が常に不充分にしで，自S 及ま族の生を継待し 

能率を発联せしむるに足るの必要物資を充樊するに困離なる贫蜜の者を指すJ と述べられている。
(2 2 9 )同上書, 5 6 更に, 家賃や生括状態を考處した場合もあると述べられている。

戦前における都市下層の展開（下） '
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〔表 「細民』の分布（大正9年）

世带数 細民人口 
(人）

世帯平均人員 
(人）

当該地区人ロ 
に占める割合 

(%)
.雄 (ffj-区 310 1,290 4.2 2.0
神 田 区 740 2,960 4.0 1.9
日本橋区 120 360 3*0 0.3
京 搞 区 1,150 4,255 3.7 - 3.0
ま 区 657 2,845 4.3 1.6
麻 布 区 150 476 3.2 0.5
赤 坂 区 129 496 3.8 0.8
四 谷 区 1,004 4,181 4.2 6.0
牛 区 749 2,858 3‘ 8 ■ 2.2
小石川区 1,871 7,719 4.1 , 5 . 3
本 鄉 区 435 1.895 4.4 1.4
下 谷 区 1,094 4,302 3.9 2.3
找 草 区 2,443 9.849 4.0 3.8
本 所 区 2,681 11,704 4.4. 4.6
深 川 区 4,818 19,303 4.0 10.6
以上仓計 18,351 74,493 4.1 3.4

『束京市内の細民に開する調査』 4貝 頁 よ る 。 

r細民の概数を示すに止まるj (6J O と述べられている,

に占める割合も12.6 % から3.4%に低下したことである。 明治44年の月収20円以下という規!^ は， 

大正9 年に物価換算すると約45円であり，細民規定が厳し過ぎるわけではなかった。.吏に, 大正9 

年調査が実際に捉えた[細民J の平均月収は50円以上で'細民規定を上回マており，部落をなしてい 

た 「細民J が分散し始めたことを考慮しても，な お 「細民」として把握されてきた都市下層が大幅に 

縮小したことは杏めない。では， この大幅な「細民」の減少はいつ起ったのであろう力、。大 正 6 年 

12月末の警視庁調靈によるr貧民J 数は63,590人であるが，一家4 人で月収19円以下という貧民規 

定は，明治44年に換算すると15円を下回っていたと推定され，大正6 年調在の广貧民J は 明 'ほ の  

r細民J 中の卞位部分に該当しでいたと考えら;}Iる)。すなわち，明治末の20万を越えるr細民丄は， 

分散したり上昇分離したりしながらも，大幅な減少を押わず大正6 年ころまで持ち越され,その卞 

位部分に当るr貧民J は， 大正6 年に6 万人を上回る規模であった。従って, 「細民」 の大幅な縮 

小は大正7 年から9年の問に生じたと想定しなければならず，都市諸階層の生活構造の急激な変勘 

過鍵で，第 4 章 の r細民J の相当な部分がその生活水準から上昇分雜したものと思われる。換言■す 

れぱ，大正中期め社会変動に取り残された都市下層が大正9 年 に r細民J として把握されたわけで

注(2 3 0 )前掲i■日本の救貧制168真■バ69 K ,前掲rH露戦後政治51!の班究J 208H。じの調査で注目すぺきは，深川，本 
所両区が伐草，下谷両ぼを上回っていたこと，新ホ域においても旧市域と同程度の65,855人のr貧民J が認められたこと 
の2点である。

なお，明治4辨 .換算15« 以下と推定したのは，大正6ギ 1月からiSJJfcま京小虎物価が3 割位上;好していたからである。
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戦前における都市下層の展開（下）

あり，その数は大正6 年 の ！■貧民:] ‘とはほ•同規模であった。 この章でIB速のお象とするf 細民」ほ, 

都市諸階層がそれぞれの生活構造を確立するダイナミックな過程に対応し切れず，それ故对市人ロ 

比率10%の基準に満たないものの，その核心的な特質を端的に示す都市下層であることを後認して 

おかねぱならない。

各区別の分布をみると，浅草，下谷商K に代って，深川区，本所が1 , 2 位を占め，細民地区の 

重心が，江戸期以来の浅草から，世界大戦期に発達した深川へ移行したことを示し"t いる。ますこ，

下谷, 浅草, . 本所, 深川の4 区 が 「細民」の中核的な集積地であることに変わりはなかったが，を 

れらが旧市域全体のr細民」に占める割合は，明洽末の8 割以上に対して，60.1%と低下しており，’ 

「細民』の分布が旧市域全体にかなり分散してきたといえよう。そして, 当該地区人口に占める 

[■細民」の割合が比較的高い谷区，小石川区, 京稿区がこれら4 区に続いていデこ。以上のような 

旧市 域 の 「細民J の分相状態は， 昭和初期に至っても塞本的には変化しないことになる。

「市 内 （旧市域—— 筆者）の細民地区は漸次改善せられて，細民は市中より場末に，場末より郡部
(231)

(新市域- 筆者）に, 追次移励の傾向を有す。J と述べられている,ように，「細民」は旧市域にとと 

まらず新市域だ■まで拡散した。〔表 3 〕 にポしたように， 明治;30年代あ;頭に郡部である新市域に居. 

住する都市下層は，数の上では取るに足らない存在であった。しかし， 日露戦争，第一次世界大戦 

を経て市策地が新ホ域に拡大し，それに伴って都市下層も新市域に分散し始めたため* 第-^次大戦 

終結前後の新市域の都市下層は，旧市域に匹敵する存在になってきたと考えられる。

なお，大正10年11月に行なわれた内務省社会局『細民調査統計表』は，前 述 の r第三次調査J に 

該当すると思われるが，調査対象が四谷区旭町，ま草区浅草町， 深川区本村町及猿江裏町の497世 

帯，2 ,159人に限られ, 細民規定も2 人U 下 の 世 帯 と 「不具廃疾J 等の特殊な世帯を除外していた
〔図19〕 大正9年 の 「細民』の年齢別人ロ構成 '

• 70 歳 .

I 6'0歳 ' '

2 .0% 1.5 1.0 0.5 0.5 1.0 1.5 2 .0%

0 r束京?It内の細民に関する調査J 26頁 頁 0'京橋，ぼjg两区の網民M76人に関する調查。 
0 「六0 歳以上J は，60歳〜69歲として因ポした

注(23り rjll京ホめり細巧に関する調23買。
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(232) ~ ~ ~

ので，大IE 9 年 の 『東京市内の細民に関する調査』を補足するチこめに使用することにしたい。

第 3 節人口,その他

年腊別人ロ構成は，〔因19〕に示す通りで，明治末〜大正初頭と基本的には同じ構造をしていた。 

すなわち，30歳から49歳の世帯主及び配偶者と， とH に対応する幼少年の子▲ によって構成され, 

大规模に流入すホま少年層が膨張してV、た東京市の中で、,都市における定着層の骨格ともいうべき 

形状を呈していた。また，世帯主中の6 割から7 割が地方出身者であるめに対{!3̂ 子 女 の 8 割以 

上は東京府出生であり，明治末〜大正初頭と同様に，地方出身の男女が東京市で結婚し子供を生ん 

で形成された児童養育期のま族がr細民J 人口を中心的に構成していたといえよう。

'ただし，世帯主のピークが第4 章(D30歳代から40歳代にやや高齢化した点は，明治末〜大正初頭 

と多少異なっており，生活構造の変動過程に対応できず残留した都市下層であることを裏付けてい 

る。世帯主年齢の中心が40歳代に高まった場合, 現住家族として維時される条件が等しければ，非 

現住人ロは明治末〜大正初頭より増加するはずである。 と こ ろ が ， 1 世帯当り平均非現住人ロは
(236)

0 ‘36人とむしろ減少気味であり， このことは，非現住人ロの中軸であるはずの10歳代の若年層が以 

前に比べて相当厚くなり， くびれの位置が明治末の15歳〜19歳から20歳〜29歳に移動するという大 
正 9 年のr細民J入口構成の特色とも整合している。従って，取り残された都市下層であるにもかか 

わらず，家族としての持続力け:，明治末〜大正初頭以J iに強固であったと越解しなければならない。 
. なお，男女比は102‘9であり， さしたるを化は認められナ 11!?。

r貧困の状態に陥りし世代J を 見 る と ,「白己よりj が85.3% と大部分を占め，「父祖の代よりJ

注(2 3 2 )この細民規定は, 部落居住，家賃5 円以下, 下級労働従事，世帯人員3 人以上6 人以下，世帯月収50円内外，[家庭 
に不具廃疾者等あるか如き特殊の事情なきものj の6 項目で，大iE元年の規定と類似していたが，生計調査に重点が置か 
れていたためか，標準的r細民j を捉えようとする傾向が強くなっている（内務省社会局『細民生計状態調査』大正12年 
刊，「細民戸別調あ票IB入心得j )。 ,

(2 3 3 )四谷，麻ホ，操草，本所，深川5 区の世帯主2,444人の「原籍地J は，東京!^が40.1% (f■東ま市内の細民に関する 
調査■! 29貝~32頁)，芝，京橋，深川, 下谷4区の世帯主286人中r東京出生者J が24.5%力あり（同書，94頁~97貝，た 
だし不詳6 を含む)，大正10年調までは，世帯主の27.6%が東京府出生であったび細民調査統計敦J 25；1[~26貝，ただし 
不詳4を含む)0 ,

〈234) (■夫妻以外ノ家族J 1,207人 （うち不詳17)の内, 東京府出生者は84.3冬であった（『細民調査統計表j  25真~2頓 )。
(235) 前章では，r細民j 世帯主の中心的職業が高婦化に伴力て, 工業型, 力役型，雑業型と化したととを想起された、、0
(236) rjlOK市内の細民に開する調査』64H~69貝による◊ これは, 大JE9年5 月に本所区菊川尋常小学校の与兄蜜の家 

庭452戸を調査した結染であり，平均世帯人貞は5.6人と多かった。r拖民家庭に於ては生計困難の為め,其のす女を家庭 
外に稼かしむる事多く，従て非現住者の比較的多数なることj (同書，28頁）は事実であるが， ことでは明治ホ~大正初 
取(との比較を問題にしている。

なお，f細民調f i 統 計 に よ れ ぱ 1世帯当り平均非現住人ロは1.11人であったが，1 ) r非現住人トハ世帯以外ュ在ル 
机父母親子^^象ヲおス』 と述べられているように直系制を前提としてかなり広く定義されていたこと，2) 女比の瓶 
り，3 ) 地域塞が大きいこと，4 ) 非現住人ロが4人以上ある世带が全体の約1割も存在したとと，以上4つの理山によ 
ゥて，この数値は採用しなかった（同書，2员~ 3 直)。 -

(237) f j (域ホ内の細ほに関する調査4 24K-25Koこれは;®京ホ内9区30,?75人の調査。た だ し 〔図ゆの場合は105.2 
である。
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戦前における都市下層の展開（下〉
(238)

はわずかS.0%に過ぎなかった。 明治末〜大正初頭においては， 世帯主の3 分の1 近くが父の世代

からの貧困者で，伝統的な都市下層がなおr細民J .の 1 つの類型をなしていたりに対して, 第-^次

大戦後のこの時期には，父の世代からの貧困者が1 割を下回わり，分軟と流入の影響を考慮しても，

都市下層が次世代を再び都市下層として固定的に再生産するという経路は少なくなっていた。 この

ニポ情は，明治 末 の 「細民J .の次世代が，主に工業M の職業に就いており,大正中期の都市諸階層り

形成過程で、，次第に都市下層から分離上昇したことからも想像可能であろう。

在京年数では，上京以来6〜10年経過した世帯主が最も多くて22‘ 4%'4f占め，続 く 11〜15年を合

わせると39.0%に達し， 6 〜15年が地方出身r細民J の中核を担っていたぃこの中核部分は,都市

下層がようやぐ家族を維持し始めお日露戦争以後に上i t しており，しかも拳家離村というよ!^よ単

身.流入で在京年数10年前後であるために，世帯を構えて子供を生育すると、、う家族周期上の課題fc

直面していたと思われる。また，大正マ年〜9 年の生活構造の変動過糖に上京した在京♦ 数 3 年未

満の者は，4.8%に過ぎず，後 の r要保護者‘に関する調査J と比べても僅少であり， この事実から

も，大正中期の変動過程で举家離村的に細民部落へ直接流入した者は少なく，むしろ変動に対応で

きず取り残された者が多かっ'たと想像される。 このように取り残された部分であも^ もかかわらず,
(239) '

家族としての持続力は, 雖まりこそすれ決して弱まってはいなかったのやある。

第 4 節 家 族

〔表19〕に示したように，平均世帯人員は，明治末〜大IE初頭の3‘5人から更に増加して4.1 人と 

m m せ帯人員別世帯構成（大正9年 の 「細民J)

■ 『東京市内の細民に関する調查J 2さ宜~24 
頁。京橋，芝，四谷，本所，深i n 5ビの細 
民3,009世帯についての調ま0

注( 2 3 8 ) 同上書，93直〜94直0 芝, 京橋，深川，下谷4 g の咖世帯の調普で，不詳19を含む。ととでは，地方出身者は[何 
等がの目的を以て上京したる後其の心的状態体カ及資金等̂が都市の経済的社全生活に適応せざる為め淘汰せられて，多く 

は予期の目的を達する能はず其の結果細民となり貧困の生活を送るに到れる■'と評言されズいる◊
( 2 3 9 ) 以上，在京年数ゥい'ては，向上書，94貝~07；ぽによる◊.前注と同じ調进対象であるが，.束京出生者70人と不詳0 人 

を除く 2101!!;帯i に対する割合である。

— - 99 ( 5 3 9 )—
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なり，旧市域全体の数値に近づいた。世帯主年膽が高まり10歳代の子供が増えたにもかかわらず， 

非現住化せずに現住人ロとして家族内に留まっていたため，世帯人員が増加したのであるが，この 

時期以降都市下層の平均人員は4 人前後で推移するとととなり’ その意味で大正9 年ころは都市-K 

層の世帯規模が4 人程度で安定する画期であったといえよう。各 区 別 , 翼 別© 乎均世帯人員も散 

らばりは少なく，はぽ3 〜 5 人わ間fc収まっていた。

世帯人員別の世帯分布の特色は，〔図20〕のごとく， 4 〜 5 人世帯に集中し， 2 人以下及び8 人 

以上世帯， なかでも前者が少なかったことである。, 被調査世帯の平為人員が4.7人と規模の大きい 

方M i ってはいたが, 都市下層が家族として都市に定着し始めてからせいぜい10年 位 ' 老 人 世 帯  

や三世代同居世帯がまだ少なかったという後向を見い出すことはできよう。これらの世帯の動きが 

家族周期的にも問題となるのは昭和に入ってからである。 .

婚姻関係では，法律婚が62.9 % を占めていたものの, 内縁関係も依然として相当数fc達し，明治 

末〜大正初頭と大きな相違はなかす!:。 •

人口及び家族に関する以上の检討から想像されるように,都市下層の世帯の大部分は夫婦家族的 

な形態を呈していた0 「同居人アル世带J は全Ik帯のわずか3 .0%に過ぎず，はとんどすベての世帯 

が親族のみで構成されており，なかでも r夫婦児J によって構成される夫婦家族が全体の83.9 % に 

達していた。 1 人及び2 人世帯が除かれているので直接的な比較は不可能だが，家族お態としては 

大正初頭と大差なかった。なお， r夫又ハ婦ト児尊卑属J に示される欠損世帯が9.1%存在したこと 

にも留意しておきたい。

第 5 節健康状態及び教ま程度

世帯主と配偶者の痛病者の割合は，それぞれ8.9%, 9.0% と比較的高かったが， 児女の填合2.7 

% とかなり低く，結 局 r細民J 全体の權病者の割合は5 .7%であった。 高膽化し取り.残された都ホ 

下層であることが影響して，摧病者比率はわずかに高まってはいるが,以前の時期と比べて有意な 

差と認められるはどではなかった。なお，「細民」 家族の側から以上の事情を見た場合， 世帯主の 

1 割近くが痛病し， r羅病者アル世帯」は19.9%にも上り， 5% 程度の羅病者比率はr細民J 世帯 

にとって大きな意味を有していたといえよう。 最後に， r療病方法J をみると， 何らかの医 や 

「施療J を受けた者は權病者全体の半数を割って47 ‘1鬼にとどまり, 残りは主に「売薬/に頼って

法(240)同上書, 7貫~21冗>
(24り f|}j!民調aiE统•まJ 13：̂。不詳184人を除く男女計734人に対する制合である。，
(242)同上書，3頁。ただし，尊界と# 厲(p合計は66人で（4<^5頁) , 497世带に対する]_も率は13.3%；̂なり，少かくとも 

脈7%以上が夫婦家族的世帯であったと推定される。数脑のもヒ却相違は，本文の場合，r夫婦児j i# i•め過半を,与める 
r夫又ハ婦ト児尊1?ネ属J に，妻义は失と子供という夫蹄家族形態の&摸世帯がかなり含まれていたためであろうが欠損 

世帯の詳細は不明である‘ . . ，
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戦前における都-rTF層の展開（下） ,
(243)

いたにすぎず， このような傾向は児女よりも世帯主に顕著であった。

教育@度は, 明治末〜大正初斌とはとんど同等であり，世帯主層と子供との差も同様に歴然とし 

ていだ。まず, 世帯主は，r無学」力ti7 ,5% , r仮名ヲ読ムJ と r新聞ヲ読ムJ が19.7% ,プ尋常ニ， 

三年糖度」が12‘5 % , 「尋常四年以上卒業程度J が3 4 .0 % ,高等小学校U 上が12 ‘5%で， 半数以上 

力t 何らかの学校教まに接していたが, その配偶者は，r無学J 力':47.5%で半数近くが文字を読むと 

とすらできず, 就学率56*̂ 33‘6%に過ぎなかっナこ。子女になると，男女による教育殺度の違いが認め 

ちれなくなり，世帯主層に比して全体的に程度が向上している。すなわち， 7 歳から15歳0 子供の 

就学率ぱ7 5 .5 % ,遅れて入学するための朱就学の影響がなくなった11歳から15歲の就学率は86.3% 

'そ、あり，中途退学や所定の年始に就学しない場合が少なぐなかったことに注意を私•わねぱならない 

ものの, とにかく子供の約8 割は，「給与児童J 及 び r特殊小学校J や 「尋常夜学校J を含む何らか 

.わ尋常小学校教育を受けていたと# えられる。就業状態を見ても，11歳以下の子女では有業者が皆 

無であり，’ 14歲や有業者がようやく半分に達し，、有業者が大勢を占めるのは15歳以上になゥてから 

でありた。’ 後の時期との比軟のために記しておくと, 就学期をはぽ完了した16歳から20歳のr細民J 

•は, r無学J が6.3%, r仮名ヲ読ムJ と r新聞ヲ読ムJ が10.2% , 「尋常ニさ年程度J が24‘ 1%, ‘ 

r尋常pg年 ];Lh卒業程度j が4 5 .6 % ,高等小学以上が7,咏であった。

第 e 節住居及び関速条件  '

家屋構造は，r大部分は普通長屋J で， 棟割長屋や 共̂同長屋（[俗に魅道長星J ) も.残ってはいたが 

少数で， ことに共尚長屋は棟割長屋の「凡そ半数U 下J であった。〔因21〕の示す細民長屋の見取因 

によれば，共同長屋は文字通り家または館に擬せられた共同性を僚持しており，碑割長屋は共同性 

め骨組の中で家族としての自己完結性を大きく打ち出し，普通長屋に至って，そのような共同性は 

細民地区とレての地域社会の中に海解していったと考えることができよう。それ故，明治後期から

我同長屋や棟害t長屋の減少は，以上のような擬似的共同性の喪失，すなわち家族を単位としずこ生 

括の展開を意味しており,：同時に， 「貧窮の糖度甚しき棟割及共同長屋の借家人]と述べられてい

法( 2 4 3 )同上書，214；p[ぐ 19頁。ただし，r不具廃疾者J が除夕i■されていたので，[精神病J ,『不具J 等は不明。なお,配偶者 

総数は455人，兄女総数は1,129人である。：r療病方法J には不詳を令む0

■ C 2 4 4 )同上#, 20a^-^2llJC6 7ン 5歲 の キ き 0人,‘1G〜20歳めr細民j 数79人。.不;# を含む。[細か全休とし'-観察: 

すると，r読ミ得レレ者J は52. で，年齡に逆比例し教育程度が高かった。 ■■-■■；,

■ 『JU京市内の細b こ関する調3EJでも，芝，京橋，深川, 下容4 区の世帯の教育經度を調査しているが,それに 

よれぱ，r無教有1 14.0% ,尋常小学 1 …3年© 度2 8 .7 % ,同4 ~  6年程度4 7 .2 % ,同6年程度以上中学3 年程鹿以ド 

4,2%となっており（同書，91直~92頁)，分類自体もさることながら，後の調查と比べても高0 であり，本文では*■細民

< 調査統fl.表J の数値を基調とした0 ' ' '

なぉ，《 新次郎『東京にめける機械工業の» 職工としてのfi：上工觀織工の貧銀調查報告j 大正1摊 iK im W
間は大正io牟5 から10月, . 調査対象な乎均約600人の6 工場か.ら5 程度の徒弟期間を経た熟練工84人）によれぱ，#
常小!# ^ 卒業38.1%,高等小学校卒業38.1%, r工科学校J 及 rm気学校J 卒業20.2%,不明10.7%,となゥており，M
:練職工の教育程庇はf細ほJ 世帯生をはるかに上回っていた。
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(245)

るように，貧困の状熊の変化とも無関係ではなかったと思われる.

室数は，1 室中心であったが，豊数6‘5疊以上を2 室以上と仮定すると.2 室以上が3 割強存在した 

と推定できる。疊数't̂ 、は 2 つの数値が見い出せるが，四各，芝，浅草，本所，深川5 区の 1,793世 

帯の平均叠数は5.0臺で，京橋区を加えた6 区 1,.956世帯を調査した r第三因J によれぱ， 平均曼 

数は約5‘8置:，そのうち4.5臺が約26%, 6 疊が約16%, 6.5覺が11%であった。 これらから判断ォる 

服り，大正中期の「細民』の豊数は，明治末〜大正初期と同等かそれ以上であったと い え よ も 

ちろん, 1 人当り疊数は，世帯人員が増えたため低下した可能性もあるが， ここで' は 「細民」世帯 

にとっての住居条件をまず第一に問題としたい。なお， r第三図J によれぱ，豊数の分布が,以前 

の4‘5置:と3 疊から, 4.5置;と6 臺のニ山分布に変ったことにも注目しておきたい。家賃についてみ 

ると， ユヶ月平均家貧は4.5円で，’大半は3 円以上6 円未満であり, その支払方法に関しては， r月 

末払な'るもの最も多く日掛及月二回払の方法に依るもの之に次ぐJ と記され，更に， r一 般 に （家 

賞支仏が一筆者）滞り勝なるは，細民の生計に於ては止むを得ざる所なるべし」と指搞されている。' 

そして, 芝, . 京插，下谷，深川4 区の286世帯中, 敷金有は71.0%で, 特に普通長屋では r之れ有 

るを常とす」といわれ，取金の平均額は家質の1.5ヶ月分であった。

以上の検討から，第一次大戦直後のr細民J 世帯の住居条件は, 明治末〜大正初頭と比較しては

〔図21〕 細民長屋の見取図
棟制長屋典同長屋 普通長廣

0 I 兆同使所

巧便所

入

___  0 JK京市社会局*■柬京市内の細民に関する調第2 図による

注(2 4 5 )ちなみに，替通長屋の1 世带平均収入は75.lOp]であるのに対して，棟割長里は68.39円，Wに I■トンネル長屋j け 
52.59円であったび細民調在統評29K)o ■
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とんど同じかやや改言された状態ズ'あったと考えることができよう◊ ただし， 全市人ロに对する

r細民J 人口のSij合が 1 割強から3.4 % に低下レナこのと同様に， 細民部落内の不良住宅の相対的位

置も低下して、、たとするならぱ, 都市下層1 0 % にとって，rやや改善された状態J は今少し强觸さ

れる必契があろう。 ところで，高野岩三郎が企画, 推進し:̂こ內務省1^生 局 『：̂京市京橋区月島に於

ける!^地調査報告第一輯J1によれば, 労働者の居住する長屋41棟，152戸の平海疊数は9.8臺,その

うち総戸数の35.5%を 占 め る 等 級 長 屋 J の平均疊数は15.0豊, 4 2 . を 占 め る r二等級長屋j

は7.4壁，2i,7% の r三学級長屋J は5.8暨となっており，r細民J の居住する長屋は， 労働者のそ

れより明らかに狭あいであり，「月鳥調查第三編j の 筆 者 が rかかる長屋に人は住んでよいの..であ

ろうか, 住ましておいてよいものであらうかJ と述べた rさ等級長屋J かそれ以下のものに該当し 
(247)

ていたのである6

使所は普通長屋の場合はとんどが専用であるが， [棟割及共同長屋には使所を共同に•するもの敷 

なからずJ , ま た r坎事場は（中略）共同なるものは極めて少数なり■!,'吏にで飲料水は水道共同检 

の使用者最も多数なるも，（中略) 今尚掘弁戸を使用するものありJ と述べられており，「細民J 家 

族の大半は便所と坎事場を専用してV(、7 i 明治末〜大正初頭に比べて明らかな改善が認められるの 

は擧の敷設状況で， r疊サJ 世帯の割合は, 大IE初頭の約3 割から倍以上の7 3 . 0 %に達しており， 

細民長屋の過半は何らかの疊が敷いX ある状態であったとい免よう。しかし，窓のある家屋は全伴 

の30.2 % に過ぎず, 昼なお暗き屋内が多かったのである0

上のような細民長M に 住 む r定居的細民」が 「野郎情と蔑称するJ 木賞宿について若干梭討し 

ておきたい0 東京市社会局『東京市内の木眞宿に関する調査』(大正I2年刊）によれば,，旧市域内の 

木質宿数は, 明治20年には480軒もあったが,同年の宿屋霄業取縮規則とその後の不景気に伴う廃業 

とによって, 明治23年には100軒強に落ち込み，以後次第に增加して，明治30年 181軒，明治3S年 

271軒, 明治40年344軒となり， 明治42年366軒， 明治44年346軒'( 第4ぎ の •■木貧宿戸別調j によれば 

30マ軒)，大正元年363軒と余り変化せず，大正4 年にはやや増加して394軒となり， その後ほぽ横ぱ

戦ぐにおける都市下層の展開（下)：

注(24 6 ) 以上は，r東京市内の細民に関する調查J 36貝~4ぽによる。なお，平均置:数5.o s と平を家賃4.51円は，単独世帯を 
除いた数値とされている。
r|{l)民調率統計表J 28頁~40真にも住居に関する調査結果がまボされているが，2人以下り世帯が除外され，家賃を含む 

住居費の??さ費者物価指数が大正9年の78.48から大正10年の96‘35と上昇.しているにもかかわらず,調査对象のま貨が大体 
5 円以下に制限され，調查地域も媒られていたため，本文では採用しなかった0 .それによると，平均覺数4.5® (4.5® 
34.0%, 3 昼31.1策) , 平均家賞4.20円で，明治末〜大正初頭と同等'かそれ以下の居住状態であった。 ところで，'収入階 
層別の1.人当り® 数はL0昼flfj後ではとんど変化していないが，このことは, r細民J の住居条件が均質であると同時に,‘ 
当時の都市諸階層の最低住居条件が1 人当り約1® であったこよをも示しズいるように思われる。 ‘

(2 4 7 )前揭r生活!_lj.典叢書6 月岛調j^j'204直~206Jt>大正8年の調あで，との部分の華者は星野铁男である。
( 2 4 8 ) 『JK京市内の細民に関する調査J 41H~42；g：。なお，r細民調查統計表J 40直によれぱ，ris専用j 71.4% (不静22.8 

%)、r流付J 62.0%, r使所壤用J 61.4%,イ飲料水水道J 66.8%であったが，坎傘場及び使所の「共用』（不tやを含む） 
と飲料水r沖戸j の多くは四谷区旭町に樂中していた。

(249) 昼と窓の有無は！■細民調查統計表Jl40；g[による《
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いで大正9 牟はほ405軒にとどまってい:̂こ。 明らかに増加が認められるのは'明治20年代後半と30年 

代であり，明治40年ころから木貧宿数ほ頭打ちとなり，大正初期に若ギ増えるものめ大戦による好 

祝の前であり，大正4 年以降はぽ完全に飽和状態に達し大正9 年に至っている。’従っで, 木賃宿;?̂  

泊者数が軒数に対応するとすれぱ, 明治末期以降，遅くとも大正4 年以降，「生活の本鍵不確定J 

な 「不定居的細民i の旧市域におけ•る相対的地位は次第に低下してきたといえ，特ぐ第一次大戦 

の好況期に，「不定居的細民J が必ずしも増加せず， むしろ都市定着を展望し得る流入者が誘引さ 

れたと想定できる点は律目に値する。

さて大正9 年に話を戻すと，木賞宿4OS軒，平均宿め者概数11,140人やあった。その内の1,099人 

に関する調査によると, 単身者は67.9% , 「有配偶者及家族を有'するものJ は1 9 .7 % ,残 り は r未 

成年者J の12.4%で, 男子は全体の82.7%を占め，世帯総数に対する単独# 帯の割合は87.3%に達 

していナこ◊ また，深川区富j||町り木賃宿宿泊者3,725人を調査したr第七図J から推算すると， 男' 

子の割合は約如％, 単独世帯は9 割を越えていた。いずれにしても，明治末よりも単独世帯が多少 

増加し, 単身者以外の世帯の割合が低下したのは享実で，木賃宿白体の相れ的地位の低下をも'考慮 

すると, 明治中期には細民部落に位置して種々な形態の都市下層をその中に包摂していた木賃宿は, 

明治末期以降その地域性と多様性を喪失し, 「男子独身者の旅宿J とされるほどその性格が限定さ 

れてきたといえよb 。 V.、うまでもないが, この限定傾向は，r定居的細民J の家族としてめ都市定 

着の動きと裏腹の開係にあった。 ところで， 木賃宿の構成と宿泊状況については， 「雑居を普通と 

するも，家族を有するもの1 為には別間即ち貸ぜ室の設けあるもの亦砂なからずJ 雑居と別間を合 

わ せ た rー疊当りの宿泊人員が， 凡そ一人ち分に及ぶJ そして， r短時日の滞在多く大体に於ては 

き動的なるを常とするも間々同旅宿に十年以上滞泊する定住的のもの亦稀ならずJ と述べられて 

いる◊ 職業の大部分は, 当 時 「11由労働者J と呼ばれていた交通運輸，土木建築，雑役等に従事す 

る各種人夫で, 最近に於ては直接属主と雇傭契約をなすもの増力HしたJ 力;，なお，請:^人や親方 

を仲介とする請負制度が広沉に存在していた)。 ; .

第 7 節職業及び収入

r細民丄の世帯主を含む有業家族の職業大分類を旧市域全体と比較すると， 〔表20〕 の示すよう 

に， 明治末〜大正初頭とはほ'同じ構成で，r教育の程度低く特殊の技能に練連せる者砂く， 且其の 

有する資金の微細なる」ため工業, 交通業と其の他の座業の比率が高く，その意味では，.や は 生  

産的J あるいは力役的な性格を帯びていた。

① 世 带 主 . .

注(250 ) 以上，木貧宿については，r柬京市内の細民に関ずる調査』第二;霞敏_^敎，105寅…121貝による6 なお。r自由労働者J 
に関してしくは，}loK市社会肩f 自山労働者に関する調査』大正12年-Hを参照されたW
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戦前における都市下層め展開(下')

〔表20；) 職 業 構 成 (大ぜ中期のr細民j ) (1)

3 区 [ 細 民 ] 東 京 市 (旧市 域 ) 全 体

農 業 • 水 j g ! 寒 1 . 7 • 1 . 0

鉱 業 . エ 寨 5 7 . 0 3 9 . 2

商 業
1 1 . 0 3 1 . 0

交 通 業
1 3 . 0 6 . 6

公 務 由 業
3 . 4 1 L 8

家 事 0 . 9 2 . 3

其 の 他 の 座 業 1 3 . 0 8 , 2

無 業
---- -----------.

合 計
1 0 0 . 0 %  

( 8 6 3 人）
1 0 0 . 0 %  

( 9 7 7 , 2 3 9 人）

東 京 市 全 体 は ， 大 正 9年 に 行 な わ れ た 『国 势 調 查 報  

告大正9年府県の部第一卷東京府J 第5まによる。
r主人ノ世帯内ど在ルJ r家事使用人J も含あナこ。 

たセし, r本業者J め r無職業J は除外しだ◊
>世帯主(1)は，『束京市内の細！̂に関する調查j  43頁 
ぺ 9頁ic よる。.京橋, 芝，麻布, ' 赤坡，四谷,牛 
込, 下谷，浅草, 本所，深川10区のr細民J 3,861人 
の r主なろ職業27種j ‘ を表ポじたもの。

>上記以外は，『細每調查統計表j  48頁 頁 よ り 作  
成。

〔表20〕 職業構成（大正中期のT細民J) (2)

大 分 類 細
世帯主(1) 

(10 区）

世 帯 主 ( 2 )  

( 3 区 ）

配 偶 者  

( 3 区）

世帯主夫婦以外の有業家族

男 子 （ 3 区 ）

農 業 . 水 産 寒  

業 • 工 業

商

交 通

業

業

公 務 き 由 業  

ま  事

其 の 他 の 産 業

塵 業 • 土 石 加 工 業  

金 属 エ 業  

W  m  X 業  

披 服 . 身 装 品 製 造 業  

士 木 建 築 に 関 す る 業  

嗽 エ ( 各 僮 ) j

「古 物 商 」 r 行 商 j y  

r 露 天 商 J  >

[ 人

「荷

力 車 夫 J  

車 挽 j

無 業

合

r人夫(暮i ) j
[ 雑  業 i

1.5 
35.2

3.6

4.8 

7.4

15.7

7.8
7.8 

18；2 
10.9

6.6 
1.2

36.1
31.3

3.2

100.0% 
(2,395人）

2.6
47.9

2.8
4.8

6 . 4

24.1

12.1 

20.1

3.8

13.5

100.0% 
(497 人)

6 1 . 2

3.0

0.5

10.9 

35.3

3.5

11.9

2.5

3.5
1.5 

19.4

100.0% 
(201人）

2.2
74.4
18.9 

12.2

2.2
2,2

12.2

8.9 

6.7

3.3

4.4

100.0% 
(90 人）

女 子 （ 3 . 区 ）

85.3
8.0
1.3

4.0

26.7

4.0

1*3

6 . 7

2.7

100.0% 
(75 人）

まず世撒主からやや詳細にみてゆきたい。世帯主(1)によると，工業型が2 7 .8 % ,力役型が56.9%, 

その内職人的力役型2 5 .6 % ,日雇的力役型3 1 .3 % ,雑業型が13.8%という構成で、あり， 「職 工 （各 

® ) j の全部でないにしても工業型の半数近くが：t 場労働者であったと想像され，ま た r人 夫 （日照， 

普通)J め多かったことが注目されるV 世帯主(2)によると， 工業型が23‘8% , 力役型が57.9% ,そ  

の内職人的力役醒44‘2 % , 曰廣的力役型1 3 ,5 % ,雑業型が15.9%ガ’あるが，職人的力役型に!十上し
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た土木建築に関する業の大部分は日雇的力役型に編入すべき性質を有しており，職人的及び日雇的 

力役型の比重は世帯主00の場合と大差なかったと思われる。いずれにしても，明治末ん大正初頭と 

比較して，工業盤と雜業塑がやや減少して力役型が増加し，力役型の中でも職人的力役壁は減少傾 

向にあり，一ぅ日雇的力役型のみが増加したといえよう。第"*次大戦期以降， 方では工場労働者 

の多くが都市下層から離上昇し，他方では伝統的な雑業及び職人的職種が衰退し，更に都市定着 

に伴って公的な環境整備や私的な住ホ建設が進展する状況で，大経営を中心とした労働市場の対極 

に， r細民の存在を必要とする」労働需要によっていわぱ「自由労働者J 的労働市場カ聯成された 

結果, 都市下層の職業構成に日雇的力役型が大きな位置を占めるようになったのである。なお，商 

調査においては無寒型が見当らない点にも留意しておきたいめ既述した大正9 年 5 月の給与兄ま調 

查で，452世帯中1世 帯 の r無職J がようやく見い出せるだけで、ある。 .

世帯主の月平均労働日は，大正10年調查によると2 4 日で，20日未満22.8%, 20〜2 4 曰47.2%,

25〜29.日30.0%という分布であり，また，大正9 年の有業者267人に関する調查では24.7日であゥ 

た。職業別に見ると，大半は24〜25日であったが，や は り r土木建築業J, 「日雇人夫J , 一部の雑 

業等は22〜23日とやや短かく，屋内作業で雇用の安定していたr官公暑雇後人J, r製版印刷業従業 

者J 等は26 日以上とやや長かづた。以上の労働日の事情は， 日雇的力役型が増加したため全体とし 

てわずかに短縮気味である外は，明治末〜大正初頭とほぽ同様であり，大正中期の r細民J 世帯主 

も可能な限り就労していたという事情がうかがえる。

年齢構成は，前の時期と同じく，工業型が30歳代中心で，力役聖と雑業‘型が40歳代中心であった 

が， ここでは，大正10年に新たな調査項目として登場した従業地間を見ておきたい。世帯主の平均 

従業期間は8.8平で，必ずしも短かいとは言い切れず，その内訳は, 1 年未満1 1 .7 % ,1年以上5 

年未満34.5%, 5 年以上53.8% と， 5 年以上が半数を占めていた。 それ故，r細民J 世帯主の過半 

は，第一次大戦に伴う社会移動によって都l i j卞層に転落したのではなく，それ以前から現寒に従I f  

しており，都市諸階層の形成過程に対応できず取り残された部分であったと考えられよう。 また， 

従業期間が4 年以下と短かいものは, 「細民J の伝統的な職業ではなく，r化学:]:業従業者J, 「製版 

印刷業従業者J, r文房具姨楽装飾品製造従業者J, r冗斯電気等従藥者J そ し て r官公署雇傭人J 等 

の新典分野であり，人力車夫を含むr運輸従業者J や日雇人夫を含むr 日i f 者散水夫掃除人曆唐等j  

は従業期間7 年台で平均値に近く， 11年以上と従業期間の長い職業は， r木竹類製造エJ, 「被服身 

ノ廻リ品製追従業者J そ し て r土木建築業（大工，左宵，土方)」 等の手工業的もしくは職人的なも 

のが多かった。従業期間で注目に値するのは年齡及び収入との関係である。 20歳代6.3年， 30歲代 

8.3年,’ 40歲代8.7年と，従榮期間が延びる年代にしては，それほど大幅な延びを示していない。 ま 

た, 収入階級でも，50n未満7*6年，60円未満8.2年， 70円未満9 .7年， 80円未満8 .5年, 100円未満 

9.4年，100円以上8,9年と， 平均従業如閩の前後1 年程度の幅に収まっているいずれにしても，
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m m i 世帯主の年齢及び収入と従業期間は必ずしも明確に相関していたとはいえず,勤続が次第 

に大きな意義を持ち始めた工場労働)者や新中間層とは異なった様相を呈していた。
最後に，世帯主の収入は，大正9 年調查によれば, 「細民」の職業24糖り平均日収が1.48円，122 

種の平均日収が1.45円で，四谷, ，下谷, 浅草，本所，深川5 区の13種417人の平均月収が40.16円，

本所区菊川尋常小学校の給与児童の世帯主45：̂人 び 7翻）の平均月収が43.19円であり， 日収約1.5 

円，月収40円強と考えられる明洽末〜大正初頭の「細民」世帯まの平均月収13円弱を大正9 年に 

物価換算すると， せいぜい30円程度であり, この間に実質収入の相当な向上が認められる。r細民 

世帯主の有業者は中年にして，：現職に就業したるもの多きを以て,其の従事せる職業に練達するも 

の割合に勘く，且其の生計の窮ざは常に労働条件を不良にし，従って取等は同一業者中に在りても， 

収入の少き位置にある上劍銭等の加はるありて，一層実収の少額を示す丄と指摘されるような取り 

残された都市卞層であるにもかかわらず，r細民J 世带主の実質収入は， 固定されていたのではな

〔i l2 2 〕 r細民J と労働者の年齡別收入(大正中後期)

■ 戦前における都市下層の展開（下)

0 20儀代の収入を100とした指数。 .
0 f細民H描統計お 46~47貝。世帯主の月収額力ある。ただし，20歳未満の1 ヶ- スは除外した。

労働者は，鬼京市統計課ィ第1问労働統計突地調11東京市及近郊町村如動織.原ま大正15年刊, 第ご# 第9ま 
による大正13年10月の数値◊ • - , , ' ' ^
旧市域巧子の1 日平均実収資金である。20歳代の平均曰収2.89円は，年齡別人員を加12して求めた。たたし，

30人以上を使用する:!:場に関する調査である。 ’
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く, 諸階層の動きを後追いするような形で次第に上昇してきたのである。 すなわち，〔図16；) 

に示したような実質資金の上昇傾向は,若干の遅れを伴いながらも都市下層にまセ波及したのであ 

る。そU て, 恶大正10年には, . # 帯主の平均月JlXは52.08円となり， 先d 大正9 年40円強を大正10 

年に換算b た約38円をも大幅に上回るととどなった。1934〜36年価格にすると, 明^^44年め21円， 

大IE 9 年約29円，大正10年fe40円 と 推 移 し ナ こ わ け で ：! ：場労働者の大正8〜9年よりも,むしろ 

大 正 9 〜10年 に r細民J 世帯主の収入が上昇したと考えられる。資料的制約を考慮しなけれぱなら 

ないが，以上のま実は職業別にも確認でき, 「細民J は，ほぱ1 年遅れて大戦による变動のf•恩恵J 

に 浴たといえよう。なお，商調基において, 工業型，力役型, 雑業型の順に収入水準が高く， こ 

れ明治末〜大正初頭と同l i でポったが，職人的力役型が工業望と同ぎかそれ以上の収入を得てい 

た>4には注目しておきたい。 ■

-第 4 章では，収入が労働强度によりて左右され年齢とは逆比例する傾向のあることを指摘したレ 

更に, 大正中期には， 日雇的力役聖が重要な位置を占め,収入が従業期間とはとんど相関しないこ 

とも確認した。 これらのま宾からも， この時期の「細民J り収入が年齢に伴って減少していたこと 

は容易に想像されよう。〔図22；] によれぱ, 「細民」世帯主の月収は，20歳代がピークで，それ以後 

は明らかに低下している。 方， 3 年後の資料ではある力';,工場労働者の日収は，40歳代前半まで 

上昇し続け，40歳代後半でようやく下降している。従って，30歳から40^ 代前半の家族周期上生活 

費負担が増大する年齢では，工場労働者の収入が年齢と相関していたのに対して，r細民j  6!̂ 場合， 

逆相関を示しており，収入水準ま体め向上によって家族規模が拡大し,後述するように家族員の有 

業率も低下したにもかかわらず, 形成された家族の展開に伴って，工場労働者^こ比較すると子供の 

より早い非現住化と# のより多い就業とを余儀なくざれたある。このような都市下層の収入と 

年齢との逆相関は, 資料として明確に提示できなくなるが，以降の都市下層の収入構造にも井通す 

る特質であったと思われる〉。

②配偶者

次に，配偶者（この項で主に使用する大正10年調査ではすべて妻である）の職業について検討しよう。 

まず，有業率は44.2 %で，明治末〜大正初頭の約7 割と比べて顕著に低下している。大正9 年調査

注(2 5 1 )物価換算は，前揭『物価j 135直の都市合計（家賃を舍む）にょる6 ■
(2.5 2 )この点に関しては，理編的梓組や成立時期をめぐって議論の別れるところであるが,' とこでは，年齡との相関が大正 

後期に存在したことだけを問題としている。この® 向は増々廣著になり，昭和8年には, 50歳位まで上昇し，指数の幅も 
2 倍程度になる。r定期昇給制J の視点からは，前揭r 曰本における労資関係の脚442真~453貝を，r年功賃金j とし 
ては，岸本夹太郎編『労働経済論入|，, j j 填4章.2のBを，さしあたり参照されたい。

なお，前揭nK京に於ける機械工業の熟練工としての/t 上:！:並に施盤エの貧銀調あ報告J1によれぱ，熟練工のr定俯給J 
は40歳代後-半まで上界していた。また，その爽収賃金も，やや緩やかではあるが, 同様の動きを示していた。

<253) 以上，世帯虫の職業及び収入に'0 いては, 『]|^京-^1||^の細民に関する調ま| 42H-^69H, r細民調あ統計ま_j 44K~47 
頁及び56Hによる。
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で, r細民家庭に於ける有業者の一般社会の家庭の失れに比し.適に多」ぐ, r而して彼等は生活の必要 

上女子老幼に抱らず労務に従事するJ と述べられているように, r細民j の妻の有業率44,2匆とい 

えども，例えぱ重；! : 業大経営の労働者のまの有業率である10%台を大幅に上回ってはいたが,よう 

やく家族として都市に定着し始めた明治末以来，家族規模を約4 人にまで紘大し，世帯主収入を実 

'質的にはぽ倍増した都市下層は，明治末〜大正初頭のように妻が「可能な限り_ !内職等に従事する 

状態よりは幾分ゆるやかな多就業をとっていたといえようb 年齢別に見ズも，凄の有業率は, 20歳 

台37*1%, 30歳台43.4%, 40歳台49.2%と，育児からの解放と世带主収入の逆相関によりて年齡に 

伴って上昇するものの, 各年齢とも以の時期を大きく下回っていた。

妻の職業構成ほ，〔表20〕によれば， I t 業型が57.7%と過半を占めていたものの， 其の他の座'業

に示されるように，明治末〜:^正初頭と比較して力役及び雜業塑が多少増加していた。また，内厳

と関係の深い紘-織工業と被服• 身装品製造きの合計は46.2%であり，大正9 年調査では,女子有業

家族の代表的職業として各種「製造:C場の職工J と並んで，「身の廻:り品製造業J, r极護誤加工業J

と各 種 の 「座業』が上げられており，やや減少気味であったとはいえ, 妻の有業者の半数近くは，

内職という就業形態をとっていたと思われる。 . '
' '  .

月平均労働日は20日に短縮しており，不詳を除く2い4%が15日未満, 30,1%が15日以上20日未満

で，25日以上は15,7%にすぎなかった。妻の平均月収は，大正10年調基によると9.31円であり，前 

'の時期からの伸びとしては世帯主収入と同じく実質額にして2 倍近く上昇した。ところで,典型的 

な内職である「賞仕ぎ」及 び 「洗張仕事J の最低月収が大正9 年で3 円とされており，内職でさえ 

3 円未満では妻の有業が成; り立ちにぐくなっていたことを物語っている。すなわち，有業率の低下, 

労働日の短縮， 相応の収入上昇に示されるように，「細民」世帯の定着に伴って， 労働密度が薄く 

収入も低い片手間の内職等が次第に淘汰され， 生計上の強い必要に追られた労働密度が濃く収入 

も比較的高い妻の就業が大きな位僵:を占める傾向にあったといえよう。 なお，r問屋と内職者との 

間には多くの仲継的仲介者ありて，追次割内外の手数料をエ賞中より差し引くJ と指摘されてい 

る。最後に, 妻の平均従業期間は3 .3年で, 現業従業5 年以上は17‘1%にすぎず， 有業率が下がゥ 

て淘汰された結果としては，継続した固定的な就業はそれほど多くはなかった。

③有業家族(子女).

世帯主及び配偶者以外の有藥家族について検討しよう0 有業家族中87.9 %はlit带 主 「夫妻」 の

「児女J であり，有業家族の動向I 世帯主の子供の励向とみなしても差し支えあるまい。「児女」の 

有業率は12.8%で，明'冶末〜大正初頭と同等かやや低下気味であり，年齢別に見ると， 5 歳までが

戦前における都市下層の展開（下） '

注(254)前掷r 曰本における労資関係の展開』478買。ただU 内職が含まれていたかどうかは定かではない。
(255)以上，妻の厳^ に関しでは，r細民調查絲計表J 18頁〜19貢，42K-45H, 48貝~49直と56直〜57頁，f柬京市内の舰 

民に関する調査』43直, 48直と58H乂 9其による。
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なし， 6 〜 9 歳力U).9 % ,10ん14歳が32‘7 % ,15〜19歳が72‘9%, 20〜29歳が75.0%となり，やはり

尋常小学校修了の12歳以上から子女の就業が次第に本格イ匕していたのである。有業家族の職業構成 

は，男子の62.2 % ,女子の85,3%がそれぞれ工業盤で，前の時期と同様に工業型が過半を占めてお 

り，なかでも男子の金属工業と女子の被服. 身装品製造業が依然として重要な位置にあった。なお, 

黑 業 • 土石加:C業 （男子）と練織工業(子女）が極端な比率を示レている力t , これは地域的な特性の 

現われと考えておきたい。 全市域を対象とした大IE 9 年調査では，「児童」 の代表的職業として， 

f金 属 及 機 械 工 業 の 職 工 r紙維工業の職工J , 各 種 r製造工場等の職工J 及 び r官衙公署,会社の 

軽易なる仕事に従事する雇傭者J が列举されており，金属及び助織：I ：寨を中心とした職工に加えセ， 

力役や伝統的な雑業ではなく， r雇傭者J の登場している点が注目される。 更に， 男の子供に関し 

ズ，「相当年齢に達し，技術に熟達せるも0 は，其の職業の種類に依り，ま赚I t として優遇せられJ 

と，工場労働!者への道が指摘されているように, 前享やの男子右業家族と同様にこめ時期でも，都 

.市下層はま己を同定的に再生産していたわけではなく，都市下層の次世代は異なった階層に移動す 

ることが可能であった。

有業家族の月平均労働曰は26日で，不詳を除く53‘3%が25日以上，33.3%が20〜24日となってお 

り，-このよろな労働日の多さは有業家族の大部分の就業形態が属用労働力化していたためであると 

思われる。 男女有業家族1 人当りの平均月収を大正10年調査から算出すると14.19円であり， 前後 

の時期から判断するとやや低いが，家計調査を基調とした調査の対象が男子世帯主のそろった世帯 

に絞られていたことも影響していたと考えられ， ここでは一応有業子女平均月収14R強で満ぜして 
おきたい。平均従業期間は2 .5年，全体の8 割弱は現業従業3 年未満であ

④その他

なお，世帯主を除く家族全員の有業率は21*9% , また， すべての有業者中「副業』をも有する来 
は3 .9 % に過ぎず，そのはとんどは世帯主であ

非現住者に関しては，「男子は徒弟及享公比較的多く，女子は下女， 芸娼妓， 料理店及飲食店の 

雇人なるもの多しJ と述べられているだけであるが，就業上の性格は大正初頭の非現住人ロと大差 

なかったと思われる。 .

第§節 貧 困 原 因

r細民貧困の原因の如きに在りてはJ r細民め主観的に考ふる.所と客観的に認めらる\所とは冗

注(256) 有業家族については，『細民調査統計表20貝パ 1直，42更~45直及び50~51真，『来市内の細民に開する調查j 43 
買，48寅及び59貝ん63直による。なお，参考までに記しておくと，後者の大IE 9年調查では，未成年児まの平均日収は， 
例えばr艘洽職J 0.57円，r機械職j 0.65円であった。 '

(257) r細民調査統計表J 42具〜43買。
(258) r東京市内め細民に関する調まJ 49直 .
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にIE反対なる場合砂なからずJ と述べながらも，大 正 9 年調查やは，芝，京橋，深川，下谷4 区の 

r細民j 世帯主286人 の r貧窮原因J を示しているので， ここでもそれによって貧困原因0 表層を 

みておきたい。原因の分類は，前 享 の 〔まI 2〕とはとんど同じであるが, 大分M と し て 「個人J, 
r家族」，r社会J と r 自然J が上げられ, f 社会J 'の中r  r職業的」，r経済的j と r其他j ('具体的 

に は 「戦争J ) が含まれてい: 点がやや異なっていた。 不詳21を除いた265人 に つ い て 〔ま17〕 tこ従 

って分顏すると, 個人的関係が2 9 ,0 % ,そのうち身体的能力6 .4 % 精神的能力4 .9 % ,道徳的能; 

17*7% ,そして家族的関係が1 9 .2 % ,碱業的社会関係が25*3 % ,経済的社会関係a 社会j の r其他j 

を含む) が21.9% ,.自然的関係が4.5%であった。調查対象が少ない上に，道雄的能力が他のどの調 

查よりも多く* 結果を原因としているのではないかという危惧もある力*〜全体の傾向としてぱ明治 

末〜大正初頭と比べて大きな変化はなかった0 ただし，主因としての経资的社会関係の割合が以to 

の時期の約2 倍となり，社会関係全体が35.4%から47.2%に増加したこと大正中期の社会变動 

の過.程でようやく都市諸階層が確立されるにもかかわらず，一方でその社会变動がそれIこ対応し切 

れない都市下層にいかなる影響を与えたかを物語っている6
. \ - 

寒 9 節 生 活 構 造

第次大戦直後の都市下層は，悬激な変動に取り残され，対市人ロ比率を低させ,力役型中心

の職榮構成になっていたことが示すように，都市において特定の限定された部分としての性格を強

めていたが，他面, 世帯人員4 人を擁し，妻の有業率を低下させ，その他の請指標を若干なりとも

改善したことが示すように, 都市での家族としてめ定着旗向をも箸しくしてきた0 そして,大正中

期の社会変動の中で，労働者を中心とした都市譜階層が，緊張，破壊ニ後退, 回復一伸張の過feを

通して，形成一確立されたことはすでに述べた。従って,工場労働者の生活構造の変動過程を背景

として, 上記のような特色を持ったこの時期の都市下層の生活構造の動向を検討したい。 ■
. (260)

まず月収をみると，太IE 8 年では4 人世帯で約40円と推定でき， 大正9 年では，〔表21〕 に示し

. 戦前における都市卞層の展開（下）

たように, 世帯収入が約53円, そのうち世帯主収入約40円, . 更に異なった調查によれぱ,家族収入 

約 で あ っ た 。 大正10年には，〔表21〕の収入状態となるが， 表示した収入階層は家族収入が少^
なかったので，参考までに平均値を記しておくと，実収入61.83円，世帯主収入52.08円 （実収入に

注(2 5 9 )以上は，同上書, 98頁>̂ 101直による。具体めな項目としては，〔ま12〕では個人的関係の精神的能力に入っていた 
r怠情j と r技術の拙劣J がそれぞれ道徳的能力と職業的社会開係に含まれ, 職業的社会関係に入ってV、た f投機J が経 

済的社会関係に含まれるという相逸もあったが，大IE9年調おt 小??(目別に表示されていないので，編成し离すととはで 
きなかゥた。 . .

(260) S*東京市内の細民に関する調ま』I■第六図J による。 これは，r特殊小学校J の r保護者家座J に関する調查であ！？ 
(同書， r細民j 全体の収入よりは多少高目であったと思われる。

(261)同キ書，6-域 ~69；H 。注(236)を参,  ’ .V
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〔表21〕 大正中期, し細民_ !の家計構造

大冗9 年 （9 月〜11月）

収 . 入

世帯主収入
家族及びそ 
の他の収入
支 出
飲食物費

米 代

家 賞
そ の 他

円

52.95
40.16

12.79

52.47
38.60
17.80 
3.68

10.19

%
100.0
75.8

24,2

100.0
73.6
35.9 
7.0

19.4

0東京市社会局r東京市内の細民に関する 
調査』より作成。

。収入は，同書，63買(京憶，芝，下谷，深 
川4区の1,690世帯) より算出じた平均値。

0世帯主収入は；同書，56貝~57宾の四谷， 
下谷，浅草，本所，深川3区の417人の 
平均値である◊

。支出構造は，京橋，下谷，深川3区612 
世帯の4人世带93世帯中，上記の収入に 
最も近い収入階層30世帯のものである 
(同書,m貝)。ただし,貯蓄はゼロとみ 
なした。なお，この収入階層は，4人世 
带のモード階層でもある。.

。米代は，同書,7?貧より，r嗜好費j を除 
いた食費の1/2と推定した。

。酒’ 煙草等のr嗜好費_!は，大正10年の 
細民調査より，3.00円と推If■し，食費に 

入した。

大IE10年 （11月）

円 %
実 収 入 57.93 100.0
世帯主収入 52.33 90.3
家族収入 ' 4 . 4 8 7. 8
その他の収入 

実収支過不足

1.12
1.27

1.9

実 支 ‘出 56.66 100.0
飲食物費 34.84 61.5
米 代 16.95 29.9 .

住 居 費 4.48 7.9
先 熱 費 4.30 7.6
衣 服 費 3.60 6.3
雑 費 9.44 16.7

世帯人員 4 .3 A
調査世帯数 111世帯

' 内務智社会® f細民調査統 
針表』60真~61頁による6 

'実収入61.83円,実支出 
59.80円という平均{直では 
なく，それに最も近い下位 
の収入階層を典迪としてま 
示したのは，以下の3理由 
による。 .
1 ) 上位2収入階層は， 

r営業及職業費_!の割合 
が大きく，家計のデータ 
とし't 不適当である。

の他の下層調査と違っ 
て調查対象から2 人世帯 
と1人世帯を除外してい 
る。 .

3 ) '表示の収入階層は,一 
モード陪層である。

( 262)
対する割合84.ぼ ) , 家族収入7.82円 （うち配偶者収入3.11円）でありた。 収入に対する世帯主収入の 

割合は，若干の上下があるものの，明治末〜大正初頭と同じく大体8 割前後であったと考えても差 

しつかえなかろう。

ところで，大正9 年調査の当初の対象規定では月収50〜60円以下であったにもかかわらず，調査 

結果の月収平均が50円台であったことからも想像できるように, r細民J の収入水傘は思いのはか 

速やかに励いた。事実, 世帯収入は，以前の時期の約16円から，大IE 8 年約40円, 大正9 年約53円, 

大正10年約58円 （デ均約62円) と当年価格でも確笑に上昇し， 1934〜36年価格に換算すると， 明 

浩44年〜大正元年約25円，大IE 8 年約30円，大正9 年約38円， 大H O 年約45円 （平均約48円）と， 

工場労働者はどでないにしても，10架間{C l.8倍に増加した。 このことは， 都市下層が， 大正中期 

の急激な社会変動に取り残された部分であったにもかかわらず，都市諸階層との格差を必ずしも-^ 

方的に拡大されたわけではなく，都市下層の所得水準自体も，価格変励に巻き込まれ,若干の格差

注(262) r細民調ま统H■表j 60K~611to
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拡大を伴いながらも都市諸階層の動きに準じて着実に上昇したことを意味している。そして,すで 

に世带主収入の項で指摘したととであるが, 工場労働者のま計収入が大正9 年 7 月にはゆぽ頭打ち， 

になっていたのに対して, 都市下層の収入がなお大正10年にかけて当年価格でも増加したととから 

も分かるように，都市下層の収入は少なくとも半年位工場労働者に遅れて上昇しており, 生活構造 

の緊張，後退の過程での影響はそれだけ大きかったと考えられる。

次に大正9 年の支出構造をみると, 総支出が52.47円，飲食物費が38.60円で，1934〜36年価格に 

換算するとそれぞれ約3S円，約23円となり，明治44年の約25円，約16円と比べて，支出総額,食費 

共に実質額でも5 割〜4 割増加している。世帯人員の増加を考慮しても以上のよ.うな消費水準全般 

の向上を否定できないにもかかわらず， この問ょンゲル係数は約65%から73.6%に上がっていたが， 

このことは，明治末期から大正初期の都市下層が家族として都市に滞留し始めるとともに家貧及び 

雑費が増大して食費への支出が一定の収入の梓内で庄縮されていたために，実質収入の上昇に伴っ 

て庄縮されていた食費への支出が急速に據大した結果, 食料費価格の相対的高水とも相まって， 

食費割合が高くなったと理解すべきであろう。享実, 食費内容には相当の改善が認められる。主食 

の内訳は, r内地米を用ゆるものJ 88.4%, r米麦混用j l 0 . 5% , 「時々ま混用其他J 1,1% , 觸ネ残 

'飯鐘純等J なし，となっており，明治末よりも更に広机に米飯が食せられるようになり，混用を含 

めぱすべての「細民j 世帯が米, 恐らく内地米を主食としていたのである6 しかも，飲食物費中の米 

代の割合は46.1%で，明治中期の7 〜 8 割から大幅に低下して主食中心的な傾向を脱しており，必 

ずしも無瘦をして米を主食としている状露I ではなかった。それ故，米代の割合の低下によって副食 

費が增加し，「魚獣生肉の調理に用ひらる3^よ甚だ少しJ とされながらも，「味赠汁，乾盤魚, 黯菜,
(264)

清物，個煮等J の幾分変化のある副食物が日に三度のrき民J の食事に登場していたようである。’ 

なお, 家賃の相対価格の低下によって工場労働者と同じく家資比率が低下したため,食費割合の上 

昇にもかかわらず，rその他J の支出割合は明治44年と大差なかっナこ。 以上の検討から， 都市下層' 

の生活構造の変動過程が労働者のそれに類似しており，大正9 年 9 月〜11月の都市下層が労働者の 

生活構造の回傷一伸張過棒に，すなわち大正8 年から大正9 年 5 月の労働者の状態に照応していた 

ことが理解できJ；う。従 て , 大正9 年11月の都市下層が未だ回復一伸張過程にあったにもかかわ 

らず，大正9 年 7 月に労働者はすでに形成過程に入っていたわけで，都市下層の生活構造は，少な 

X とも半年から多くとも1 年強，労働者の生活構造の変勒過程に遅れており，破壤ー後退の後の回 

復ー伸張過程がそれだけ長く困難であったと考えられる。 ■

ところで, この章の始めにはr都市民激齋擾J の終焉を，工場労働者の生活構造の回復一仲張に

戦前における都市下層の展開（下） ‘

注(263) rjl说市内の細民に関する調まJ 72直◊ 細再は主食物にありては，内地米奴に執着するの風ありて* 外米, 麦飯, 
残飯を採る2 を欲せざるもの多しJ (同書，7 4 H )と述べられている。

(2 6 4 )同上-書, 72；03>74H。 .
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よって説明したが，第一次大戦後の解雇, 失業の増加を考慮すると必ずしも十分ではナn 大戦後 

の失業が好说ゆよって肥大した若年層中心であり，昭和初期の「合理化」に伴う失業の規模と深亥ij 

さはどやはなかった点，そして何よりも， このような失業者をも内包した都市下層ま身も回復一伸 

張過程をたどった点， この2 点が更に説明要因として加えられねぱならない0 要するに,都市下層 

をも含む都市諸階層の生活構造が，破壊- - 後退の後，形成に向って速やかに回復一•伸張し始めたこ 

と， このことがr都市民衆騒擾期J に終止符を打ったのである。 ■

大正10年の支出構造は，〔表21〕に示した通りで，実支出が56;66円，1934^36年 価 格 で 約 円 , 飲  

食物費が34.84円，同じく約26円であり，ま支出総額は実質額ヤ大正9 年から更に16%程度増加して 

いる。この消費水準の上昇と食料費の相対価格の低下とによって，すでに前年に相当改參されてい 

た食費への支出が当年価格ではむしろ減少:L , ユンゲル係数は前年の73,6%から61.5%に低下した。 

そして, 労働者と違って家賞が未だ低廉であったために, 食費割合の低下に伴う支出の増加分は， 

衣服費，光熱費を含む雑費に回され，これら雑費部分の合計は約3 割に達した6 このような食費割 

合 の 6 割近くへの低下は，食費をも含んだ消費水準全体の上昇傾向の中で実現されたものであり， 

明治未の構造上の緊張を伴マたものとは明らかに異なっており，工場労働者の生洁構造の変動過殺 

に即していえば，大正9 年 7 月の状態に該当していたと考えられる。支出構造を収入階層別に見て 

も，ユンゲル係数が7 割に接近する収入階層は存在せ上記のような生活構造が都市下層全体に 

浸透していたことを示している。以上の檢討から，工場労働者に遅れてではあるが少なくとも大正 

10年11月には，都市下層の生活構造がそれなりの盤をもって形成されていたと思われる。すなわち， 

社会変勘に取り残され力役型中心であったにもかかわらず，都市下層はまらの生活構造を,家族と 

して一定期間都市に定着し得る構造を，確立とはいえないまでも何とか形成したのである。 この支 

出構造は；実支出が約57円で，そのうち食費62% (この半分は米代)，住居費8 % , 光熱費8 % , 衣 

服費6 % , 雑費17% (r育兄教育費」6%, r保健衛生費j 4%が主な内訳である）となっており，明治中 

期以来の都市下層の生活状態の推移の中で始めて出現したものに相違なかった。しかも，後述する 

ように，昭和初頭の都市下層も，多少の向上が認められるとはいえ， これとはとんど同様の生活檢 

造を有していたのである。なお，大正10年調查による都市下層の実収支均等点は50円路と推声| | ^ ,  

エ場労働者の100R前後とは明らかに異なっていた。

しかしながら，形成されたとはいえ?都市下層の生活構造が安定して確立されたわけではなかっ 

た。事 実 ,「貯蓄アル世帯J が全体の17.7%で，その平均額が1.83円に過ぎなかったのにおして，

注(2 6 5 )船K府の職工数は，r農商務統g十まJ (10人以上使用工場）によれぱ，大正7年15も765人，大正8年154,582人，TX 
場統計表』（5 人以上使川工場）によれぱ，大正8年177,520人，大正9年172,401人，大正iO.糾 62,353人と，大正7年か 
ら大IE10年にかけて漸減していた。

( 2 6 6 ) . 民調》 計表J 60H~61Ho
(2 6 7 )同上書，同上飾所による4

—  1 U ( 6 6 4 ) —  '



戦前における都市下層の展開（下）
(268)

I■負債アル世帯J は43‘5%と全世帯の半数近くを占め，その平均額も10*42円に逢していた。また，
(269)

既述したようにが歳代から世帯主収入が減少するにもかかわらず，支出総額は40歳まで'増大してお 

り，そこには当然，家族として都市セ生活していくうえでの構造的な摩擦が生じていたと思ゎれる。 

このような意味で，大IE10年にようやく形成された都市下層の生活構造は，他の都市諸階層とは違 

って, なお大きな不安定要因を抱先ていだのである。 .

成 さ れ た [細民」の生活構造と? !立された工場労働者の生活構造を比較すると，前者は実支出- 

約57円，ユンゲル係数約6 割，後者は実支出100円強， ユンゲル係数約4 割で， 明治末〜大正初頭 

の I■細民J 約15円， 6 割 5 分，勞働者24円， 5 割強という状態よりは，両者の相違が更に決定的と 

な た と :とが認められるが，以下の点でも「細民J と工場労働者の異質性が明確化されてきた。ま 

ず，〔ま13〕からも想像できるように， 上記の生活構造を持った工場労働者が， 重化学大経営の男 

子熟練労働者を中核に，第次大戦を経て更に増加し，都市において一*定の規模を有するようにな 

った点である。次に，以前め時期には双方の生活構造が通の緊張状態にあり，相互の移動が不可 

能ではなかったのに对して， この時期の双方の生活構造はすでに形成もしくは確立されており，互 

いに異質なものとして構造化されていた点である。 これは，〔図18〕と〔図23〕において, 動者の 

最下位支出階層で，衣服費もしくは雑費が上昇して食費が下降し，構造上の抵抗とでもいうべき兆 

候が見受けられることからも想像できよう。最後に，〔図2 3 ) ,〔図2 4 )(〔図!8を〕土台に）によって，

〔図23〕 支出階層別，費目別支出図（大正9 年9 月〜11月 「細民j 及び大正9 年7 月工場労働者）

ま出階層 ，

京市社全局r東京市内の細民に関する調査』80貝~81貝より作成。ただし，貯蓄ゼロとみなして 

支出階層を推定した。

。柬京府産業部商工課『職工生計状態に開する調查J の7月分より，支出階層を整理して作成。ただ 

し，最高支出階層（17世帯）は除外した。 ’

0前者の調査では，食費と家賞しか明らかでないため, それ以外の因ポは省略した。

。揺弧内は調ネJ•象数。

なお，食費には酒，煙草等-の r嗜好費j ほ合まれでいない。

注(268)闻上書，194ま。なお，大正9年なわれた神奈川県内務部社会課**生討'費調査報告J によれぱ，官公史9 世帯中 
4 世帯が貯蓄をし，その31̂.め餅138.33円，職工0 世帯中3 iU滞が貯養をし，その平均額16.67円であった（同書, 35頁)。 
とこではr新中間層J の貯蓄が注意をひくが, r細民丄の貯蓄は，.職：！:と比ぺズも少数且つ小規模だったといえよう。

(26め 『細民調査統計lilJ i觸バ 9直 ぃ ' • じ 、 ■
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支出階層

100R

>内務省社会局『細民調査統評表J 60頁~61直 
より作成。 .
>括弧内は查対象数。
-衣)®費及び光熱費の図示は省略。
>4̂ 位2支出階層（3世帯* 14世帯）は，r営' 
藥及職業費J が大きいため，除外した。なお, 
これら17ぜ;帯のr営業及職業費J を除く平均 
樊支出は83.44円であった。

I•さ田学会雑誌:171巻4 号 （1978年8 月) 

r細民J と工場労働者の支出階層训費目別支出を刘■照しておきたい。それによれぱ, 大正9 年 の 「細 

民j が 4 人世帯に限定してあるため食費のま出!張線の伸びが纯っているものの，雨年ともにr細 

〔図24〕 支出階層別，費目別支出図（大正10年11月 の r細民J)

再J の費目別支出の動きは労働者のそれと.完全に異なっており, その上，大正9 年 か ら にかけ 

て主として住居費によって，この相違はょり決定的になっている。しかも，.〔図 8 〕では支出階層の 

分桥自体が重なり合っていたが，次第に分離し始め，大正10年になるとr細民J と労傻カ者支出階 

層の分布が明らかにサ離し，支出階膚を収入階層の分希と理顧するならぱ， これは，都市下層の収 

入面での一般的共通性が失われ,都市下層が収入の高低にょって規定され得るょ .うになることをも 

意味している。以上の検討から，大正10年ころには , 典型的な工場労働者はほぽ完全に都市下層か 

ら離脱し，他方, . 都市下層は明治末〜大正初頭にはなお有していた一般性を喪失し，都市下層とエ 

場労働者は相互に異なった隋層として位置付けられるょうになった , と結論することができょう。

しかしながら，第一*次大敕後，中小零細工業が発展し, ま た 「臨時エJ や日雇労働者が増大して 

おり， とれらの労働者の多くは，上述した典型的な工場労働者の生活構造を有していたわけではな 

かった。 これらの労働者の一部や内生的な困難を抱えた工場労働者はなお都市下層に留まり，大正 

中期以後の都市下層の職業桃成にも1 割 台 の 「工場職工J や r工場労働者J が見い出されることに 

なる。そして，幾型的な工場労働者と都市下層の間に，換言すれぱ都市下層の周なに， これらの労 

働者の大半は位置し，その規模は, 大正9 年調査で述べられている「下層労働階級者j が該当する 

とすれば, 旧市域人口のおょそ1 割に達していたと想像さ£ 1 )。明治末〜大JE初頭には未だ政って 

いた工場労働者のI■下層社会J 的性格が失われてきたものの，以上のょうに，労働者全体と都市下 

層が明]i に二分されたのではなかゥた点に帘意しなけれぱならない。なお， このょうに分化しなが 

らも形成，確立された都市下層，「下層労働腊級者J , 工場労働者，r新中間層J という都市諸階層 

こそが，前章で述べた都市状況の担い手となったのである。

耍するに，都市下層は，そこから工場労働者が分離, 上昇したことに端的に示されるょうに，大

注(270) r東京ホ内の細民に関する調査j  33貝一34K。芝, 麻航四谷，キ込，小石川，下谷,法草7 区の I•細民を除きたる 

主として筋肉労働に従?ifする下層階級者-の人口j は，当躲地城r細ほJ 人口の3‘ 1倍となっている，
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活構造と比ぶべくもなかった。 . 

r如 斯 （細民の生活上に受くる悪影響- -擎者) は正に社会的の 病弊にして， 其 の （細民の一一摩者）

存在は貧富の別なく一般社会の理想標準を低下せしむるの結果を齋すのみならず,実に現代社会組
(275)

織の脅威をなす」と地方当局によって述べられているにもかかわらず，以上みたように,大正中期

> ^ (2 7 1 )r収入が常に不十分にして，其の必要とする物資を充足せしむるホ容易ならざる細民の生括に在りては，彼学は比较 
的過激め労働をなすに拘らず，休養の暇少く* 疾病に対する加僚の余裕ましくして，常fこ治療の時機を失し，又佳居にあ 
りては空気の流通光線の照射挑水の如何等住〔セ設備の良夜を選ぶ能はざきに加へ汚糖狹溢なる"̂ 室に海樓雑居の過染生 
活を営み，且食物にありては体力を維持するに足る栄養分を摄るの経济的余裕を欠き，被服は漸く傘を防ぐに止まり，身 
休の外観をすら-整ふるに足らずし'て常住不潔を極むるを常態とす。J (『束京市内の細民に開する調ま』101H) と述べられ 
ているようf c , 当時の社会的漂取からすれは♦都Tirド層の生活がr非合理的J で不安定だったのは事実であり，そのこと自 

. '休をここで問遊としているのではない。’ ここでいう•'形成J とはi 家族として都市に定着するのが困難で，定着しても稱 
造上の緊張を内包せざるをえなかった状態から，都市下層ダ道本的に脱したことを意味している。 •

( 2 7 2 )以上，r細民調ま統針まJ 194：0：。 、

( 2 7 3 ) 『束京市内の細民に廣する調査J i40；S：~ 1 4 1 H。

( 2 7 4 )前 揭 代 fH本の生?S体系J に基づく。 . ■

(275) r束jj沛内の細民に関する調査i 103直。r将来不況時勘の永練に従ひ細民救済に関する社会事藥の貴務の増々大とな 

るj とも述べられt いる0 '

1171557)

翻職

正中期め社会変動の過程で，明治中期以来の他の都,市諸階層にも共通する一般性をはは‘完全に喪失

し，変動に対応できず取り残された層として都市諸階層め中で相対的下位に位置# けられるj"ヒ至っ

た6 にもかかわらず，都市下層は，工場労働者との差異を決定的にし労働者に遅れながらも，都市
(如

下層としてそれなりの定着に見合った生活構造を大正10年ころようやく形成したのである。

第10節 恤 敕 規 到

大正10年調查では!•救助ヲ受クル世帯J が示され， そ の 割 合 は 『細民」世帯の5.2%力あっナこ。 

こめ救助は，恤救躲M1Jのように独身者，従って個人単位ではなく，世帯を単位に捉えられており， 

米騒動後に敦置された方面委M制度による方面救助が中心であったと思われ, 1 世帯乎均給付額は 

3.24Rであンた r救助ヲ受クルj 者の旧市城人口に£ める割合は， 1 世帯に被救助者1 人, 「細民』
. - ■ 

の対市人ロ比率3.4%と彼定すれば，0.04%と推定でき， この種の數助は®量ともにきわめて微少 

であったといえよう。 ..

. ところで，後にま示するように，恤救媒則による扶助人員は，明治20年代，30年代の1 万 5 千人 

前後から，明治40年代には国庫3^出の事実上の打切りによって3 千人翻族にまで減少し，大正2 年 

の地方費導入以後7 千人台に持ち直すと同時に，都市部の块助人員割合が幾分上昇するものの,大 

正 9 年の東京府の扶助人員は，わずか527人 （対全国比7.0% )で、，対府人口比率0.02% に過ぎなか

戦前'における都市下層の展開(卞）

った。行旅病人及行旅死亡人取扱法による東京市養ま院への収容者数でさえ柬京府狭助人員の3 倍 

以上に達していだことか恤救規則による当時の扶助状況が想像できよう。更に，大正10年 4 

人世帯月額で推定した恤救規則水準はせいぜい15R程度であり， ようやく形成された都市下層の生



r三田学会雑誌j71卷4 号 （1978年8 月) ' ^

の救貧制度ははとんど皆無というべき状藤であった。むしろ，都市下層は，恤救規則等とは無関係 

に，緊張状徹から変動過程で，何とか定着可能な生活を形成し始めたのであり, 逆に， このような 

都市下層の展開こそが事実上ないに等しい救貧制度（極端な制限主義に基づく恤救規則）を可能にした 

ともいえよう。

第11節 その他の生活指標
. .

まず，媒楽について見ると，何らかの媒楽を持つ者はr細民J 全体の20,8%で， この数値を以前

の時期と直接比較できないが，鹏楽の内訳は大きく変化した。すなわち，活動写真が寄席，芝居を

探いて第1 位で, 媒楽を持つ者の54.0%を占め，続いて寄席が2 2 .5 % ,芝居が13.8%となって\̂ )̂?<̂

姨楽を持つ者g 体が少数で， この場合若い子女をも含んでいテことはいえ， この時期すでに「細民J

娘楽の中心が，江戸時代以来の寄席から大衆嫉楽の先駆である活動写真に移っていたのはま実であ

った。

明治44年 の 「職工家庭調査」では，読物に関する調查項目があったのに対 し て r細民調査J では 

それがなかったが, 大正10年 の 『細民調查統計表』では読物に関する調查も行なわれ，それによる 

と，新聞を読む男子は233人で， これらが世帯主だとすれぱ， r細民J 世帯の半数弱は，不定期的に 

ではあれ新聞に接していたことになる。 これに比べて，雑誌，講談本等を読む者はきわめて少数で， 

世帯にしても1 割程度がそれらに接していたに過ぎなかふす!?。

いずれにしても，大 正 中 期 の f•細民J は映®や新聞等の大量情報媒保と接触する機会を有してい 

たのであり， これらの大量情報媒体は都市下層にまで浸透しつつあったのである。 ,
-： ' ■- 

次に，「細民」世帯の神棚及び仏壇の保有率は， それぞれ44.0%, 47.0%で， 以前の6 割台から 

4 割台に低下している力'i , 地区別では四谷区の1 割台が低下に大きく寄与してい'るため，早急に保 

有状況が変化したと結論するのは差し控免，大 正 中 期 の 「細民j 世帯の半分近くが神棚及び仏壇を 

保有していた事実を確認するに留めたい。なお,例えぱ神社や神道を信仰する者ぱ男女を合わせて 

も‘47人で神棚数の4 分 の 1 以下に過ぎず，第 4 章で述べたように，神棚や仏壇は，直接的な信仰と

注(2 7 6 )以上，f細民調査統計表』212直~213更。調を総数2,159人 う ち ，「無j が50‘3%, (•不詳j が28.9%である。
(2 7 7 )以上，同上。『束京市内の細民に関する調进』では下のように述べられている。r細民家庭に散見するものは多く古 

雑誌，古本货本の親にして，雑誌は講談もの，lij■本袋本は伙客, 武者修行に関するもの又は通俗小説，画報の類最も多数 
にして，一一後略一一0 次に細民が新郎に接するの金暇は一日中® めて砂きを以て，生計上幾分の余裕ある家庭に非ざれ 
ぱ月® め購読するものなく，多くは他带主が就業の往復に，ぼより購入するものなるを以て，新聞の®類は価格の低廉 
なる夕刊，朝刊の新fl}jに限らあk の状態にして，来京毎夕新開最も多く，やまと新聞，中央新聞，報知新fifj及万朝報等の 
夕刊之に次で購読せらる。J (同書，93jC)o

なお， r月岛に於ける労働者児女j 659人中， r新閲を購読せる家J は79‘4%で, すでに大正坪に，工場労働者がr細 
民J よりはるjN■こ多く新を読んでいたこと力*、うかがえる（前海r月岛調查』158直)。

(278) I■細民調ま統き械貝。 '
(2 7 9 )同上 廣 2143K〜215》も大正元年のf細ほ調査統計!!棚要』でも/  r信仰無キj r所帯主J 2,026人中，神棚义は仏壇を 

保有するr所瓶j が74.1%, r信仰有ルJ 862 r所播J の場合85‘4%で，神棚又は仏壇の保有が信仰とは直接開迪し、ていな 
かったととが想像できようm u ： 147jOa

— 一 l l 8  (6S8) 一 . . I
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戦前における都市下層の展開（下）

してトりも，形成された「細民」家族の空間的時間的関係付けの象徴としての性格を帯びていたと 

考えるべきであろう。

はとんどの「細民J 世帯では, 食卓，火鉢，寝具が認められたようで, これらのま具の所有率は, 

それぞれ89,0%, 89.0%, 88.1%であ(りチこ。 また， 8 .9 % の r洋燈J (いわゆる石油ランプ) を使う 

世帯以外はすでに電なを使用しており，専用で電灯を使う世帯は全体の8 1 . 9 % に達していた< i これ 

け当時のま京市の電灯普及車と比べてもそん色ない値であ'り，..灯数としょっ光数は少なかった‘とは 

いえ，大部分の『細民J 家庭には恐らく1 個の裸電球がぶら下がっていたのであるよちやく都市 

で家族として無理なく生活し始めた都市下層は，粗末なものではあれ食卓や寝具という家族として 

寝食を共r する最低限の装置を備え,電灯の明かりの下で火鉢で暖をとって冬の夜を過ごすことも

少なくなかったのである。

. (新海大学商業短期大学部専任講師）

^281)同上家計資'目のr燃料及灯火費J 中にも「電灯] という項目が見い出せる(同書, 嘲以下ン。觉灯の普及状況に 
ついてはW k i t l社 f 日本経済統評紘観876東~879敗 参照0 なお，iOld饰內の細民に関する調査J に載せられてい 

る最後の写‘真には，棟制.長厘の通!^にも® なが見受けられる。
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